
平成２８年度 第１回理事会

日 時 平成２８年４月１４日（木） １６：００～１７：００

場 所 特別会議室（つくば市）

報告事項

１ 第４期中長期計画の認可について

２ 平成２８年度計画の届出について

３ 第１回研究所会議等の開催について

４ 平成２８年度研究ディレクター／研究コーディネーターの業務分担について

５ 運営費交付金債務（繰越金）の執行結果について（最終報告）

６ 平成２７年度 森林保険審査第三者委員会審査概要について

７ 森林保険センター第 1四半期の予定について

８ その他



理 事 会 資 料

平成 28年４月 14日

第４期中長期計画の認可について

平成２８年３月２日付け２７森林総研第１５９４号をもって農林水産大臣あて認可

申請を施行した国立研究開発法人森林総合研究所の中長期目標を達成するための計画

（中長期計画）については、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３

５条の５第１項の規定に基づき、平成２８年３月３１日に認可されましたので、お知

らせします。

資料：国立研究開発法人森林総合研究所中長期計画
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国立研究開発法人森林総合研究所 中長期計画

第１ 国立研究開発法人森林総合研究所の位置付け及び役割

国立研究開発法人森林総合研究所（以下「研究所」という。）は、森林・林業・木

材産業と林木育種に関する研究開発を一体的に実施する我が国最大の総合的な試験研

究機関である。研究所は、森林・林業・木材産業が抱える国内外の諸問題に積極的に

取り組み、関係機関と連携を図りつつ効果的かつ効率的な問題解決を目指しており、

国内のみならず国際的にも森林・林業分野で中核的な役割を担っている。また、平成

20年４月に水源林造成事業を承継し、平成27年４月からは森林保険業務が移管された

のを機に、研究開発の推進と森林保険業務、水源林造成事業を総合的に実施するに至

った。

このため、研究所は、研究開発について中長期的な視点に立ち、森林の多面的機能

の持続的な発揮による循環型社会の形成、新たな木材需要の創出と国産材の安定供給

による林業の成長産業化、中山間地域での雇用創出及び東日本大震災の被災地の復興

支援等に貢献するため、地域の試験研究機関等との連携を強化しつつ、中核的な機関

として研究開発を推進する。また、産学官の連携推進により、研究成果が林業や木材

産業で活用されるよう「橋渡し」機能を強化するとともに、広く国民に向け、森林の

多面的機能、木材利用の意義と重要性等についての科学的知見を発信し、研究開発成

果の最大化を目指す。さらに、「森林・林業基本計画」及び「第５期科学技術基本計

画」等に的確に対応し、研究開発を担う優秀な人材の確保や育成、グローバルな視点

に立った知的基盤の強化、科学技術イノベーションの創出と戦略的展開に努める。

森林保険制度は、「森林・林業基本計画」に基づいた災害による損失の合理的な塡

補等を行う施策として、火災、気象災及び噴火災による損害を補償する総合的な保険

制度であり、森林所有者自らが災害に備える唯一のセーフティネット手段であるとと

もに、林業経営の安定と被災後の再造林の促進による森林の多面的機能の発揮のため

に必要不可欠な公的保険制度である。

研究所は、森林保険について、行政改革・特別会計改革の一環として政府から研究

所に移管されたことを契機に、今後とも着実に推進するとともに、これまで以上に効

率的かつ効果的な業務運営を行い、成長産業化を目指す林業の経営安定等に一層貢献

することに努める。

また、水源林造成事業については、奥地水源地域であって所有者の自助努力等によ

っては適正な整備が見込めない森林等において、針広混交林等の森林造成を行い、間

伐などの森林整備を適切に推進し、水源涵養機能等の公益的機能を高度に発揮させる
かん

とともに、「森林・林業基本計画」等に基づき、公的な関与による森林整備を促進す

るための施策として、研究開発との相乗効果の発揮に向けて連携強化を図りつつ、着
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実に推進する。

以上の取組を研究所が一体で実施することにより、科学的根拠に基づいて我が国の

森林の多面的機能の高度発揮と林業の成長産業化を推進し、次世代に向けた森林の保

続培養に貢献する。

第２ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項

１ 研究開発業務

（１）研究の重点課題

研究所は、森林・林業・木材産業及び林木育種に関わる総合的な研究開発を実施

する我が国唯一の機関として、「森林・林業基本計画」に基づく施策上の優先事項

を踏まえつつ、林業関係者及び国民の多様なニーズに対応した研究開発を効率的に

推進する。

このため、中長期目標で定められた以下の重点研究課題をそれぞれ一定の事業等

のまとまりとして実施し、森林・林業分野が直面する課題の解決に当たる。

ア 森林の多面的機能の高度発揮に向けた森林管理技術の開発

イ 国産材の安定供給に向けた持続的林業システムの開発

ウ 木材及び木質資源の利用技術の開発

エ 森林生物の利用技術の高度化と林木育種による多様な品種開発及び育種基盤

技術の強化

これら重点化した４つの研究課題を効果的に遂行し、成果を確実に得るため、重

点課題の直下に９つの戦略課題を設けて研究を推進することで、すべての目標を第

４期中長期目標期間終了時までに達成することを目指す。

なお、課題の推進に当たっては、目的基礎研究から、社会実装を目指した応用・

実証研究、さらに研究成果の普及までリーダーシップを発揮しつつ一元的に実施す

る。その際、目的基礎研究の実施に当たっては、革新的な技術シーズが得られるよ

う、研究者の独創的な発想を活かしつつ、国内外の最新の研究動向を踏まえて戦略

的に実施する。また、地方公設試験研究機関、大学、民間企業等との共同研究を推

進し、国や関係機関との連携を強化するとともに、研究所がリーダーシップを発揮

し、研究成果の最大化を目指す。

ア 森林の多面的機能の高度発揮に向けた森林管理技術の開発

（ア）森林生態系を活用した治山技術の高度化と防災・減災技術の開発

極端気象に伴う山地災害、森林気象の激甚化に対し、事前防災対策としての山

地災害対策の強化と、適切な森林整備を通じた森林の国土保全機能や水源涵養機
かん

能の高度発揮が必要とされている。また、東日本大震災の被災地での林業・木材
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産業の復興、海岸防災林の着実な復旧・再生の推進が求められている。このため、

以下の４つの課題に取り組む。

ａ 山地災害発生リスクの予測と森林の防災機能の変動評価

山地災害の発生リスク予測手法の高度化、森林の山地災害防止機能と海岸林の

防災機能の変動評価手法及び森林の機能を活用した防災・減災技術の開発に取り

組み、研究開発成果に基づいて治山技術の高度化に向けた提案を３つ以上の地域

について行うとともに、地域の防災対策の向上に貢献する。

ｂ 森林の水源涵養機能を高度に発揮させる技術の開発
かん

森林の洪水緩和・水資源貯留・水質浄化等の水源涵養機能を高度に発揮させる
かん

ため、全国の多種多様な気候・地質・地形・土壌環境条件下において、各種の森

林管理法や環境変動が森林の水保全機能および水質浄化機能に及ぼす影響を定量

的・広域的に評価するための手法を開発する。

ｃ 森林気象害リスク評価手法の開発

各種森林気象害の発生情報及び被害発生に関与する気象、地形、林況等の因子

をデータベース化するとともに、被害が大規模化しやすい風害、雪害、林野火災

のリスク評価手法を開発する。最新の研究成果を踏まえながらメッシュ気象デー

タや現地調査を組み合わせ、既存の知見を再構成することにより、気象害をもた

らす気象条件及び被害原因を特定する手法を開発する。

ｄ 森林生態系における放射性物質の動態把握と予測モデルの開発

東京電力福島第一原子力発電所事故被災地における森林・林業の復興のために、

森林生態系における放射性セシウムの分布と動態について、長期的モニタリング

調査や移動メカニズムの解明に向けた研究を行うことにより、汚染の実態を把握

し、速やかに情報を公表する。また、得られた成果を活用しつつ、汚染状況の将

来予測のためのモデルを開発する。

さらに、これらの成果を速やかに災害及び被害対策の現場に活用する体制を整備

し、行政機関、大学、研究機関、関係団体及び民間企業等と連携しつつ、研究開発

成果を活用した指針等の作成等を通じて、森林生態系の機能を活用した緑の国土強

靱化、被災地の復興支援を図る。

（イ）気候変動の影響評価技術の高度化と適応・緩和技術の開発
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気候変動が将来の森林や林業分野に与える影響をより高精度で予測し、森林の持

続可能な管理経営のための適応策・緩和策を進めることが求められている。このた

め、以下の２つの課題に取り組む。

ａ 長期観測による森林・林業への気候変動影響評価技術の高度化

亜寒帯から熱帯にわたる様々な気候帯における森林の動態やＣＯ２フラックス

（二酸化炭素交換量）等の長期観測技術の高度化・観測データの精緻化を進める。

得られた長期観測データを活用して、気候変動がもたらす森林・林業分野への

影響を解明し、将来どのような変化が生じるかを予測する技術を開発する。

ｂ 生態系機能を活用した気候変動適応及び緩和技術の開発

気候変動の影響等の科学的知見に基づき、森林生態系機能を活用した適応策や

緩和策のための技術を開発する。また、緩和策としてのＲＥＤＤプラス（途上国

における森林減少と森林劣化に由来する排出の削減、森林保全、持続可能な森林

管理及び森林炭素蓄積の増強）の実施に向け、森林減少・劣化の評価手法等の技

術を開発する。

さらに、これらの研究開発の成果を気候変動への適応策及び緩和策として行政及

び民間に提示し「農林水産省気候変動適応計画」等の国家施策の推進に貢献すると

ともに、５か国以上の海外の研究機関や大学等との国際的な連携の下、途上国にお

ける適応策・緩和策の実施等に活用する。

（ウ）生物多様性の保全等に配慮した森林管理技術の開発

生物多様性の保全等森林の有する様々な機能を最大限に発揮させるため、多面

的機能の定量的評価並びにそれに基づく管理により林分を適切に配置するととも

に、森林における病虫獣害の高度な被害防除技術を開発する必要がある。このた

め、以下の２つの課題に取り組む。

ａ 生物多様性保全等の森林の多面的機能の評価及び管理技術の開発

生物多様性の保全等森林のもつ３種以上の多面的機能について空間評価モデル

を開発し、多面的機能の相互関係を明らかにするとともに、森林生態系の定量的

評価手法を提案する。野外での大規模実証実験を通して、生物多様性の保全等の

機能が高い森林へ誘導するための森林管理技術の開発を行う。また、絶滅危惧種

の統合的保全手法を開発する。
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ｂ 環境低負荷型の総合防除技術の高度化

森林に広域に発生する病虫獣害３種について、生態学的な情報に基づ

き、生物間の相互作用等の活用による環境に対する負荷の少ない総合防除

技術を高度化する。

さらに、研究開発成果を森林管理者の研修並びに地域林業活性化のための検討会

等へ提供するなど、行政や地域の森林所有者等に速やかに普及させる体制を整備す

ることにより成果の社会実装を目指す。

イ 国産材の安定供給に向けた持続的林業システムの開発

（ア）持続的かつ効率的な森林施業及び林業生産技術の開発

森林資源の保続性を確保しつつ、多様なニーズに応じて柔軟かつ持続的に木材を

供給するため、多様な森林の施業技術や木材生産技術の確立が求められている。こ

のため、以下の２つの課題に取り組む。

ａ 地域特性と多様な生産目標に対応した森林施業技術の開発

造林コスト縮減や施業技術の改善等によって初期保育経費の10%以上の低減を図

るなど森林施業の低コスト化及び効率化に取り組むとともに、立地環境などの地域

特性に配慮し、樹種特性を考慮した天然更新や混交林化に向けた更新管理技術を開

発する。また、長伐期化を含めた多様な生産目標に対応した森林施業技術を開発す

る。

ｂ 効率的な森林管理手法及び先導的な林業生産技術の開発

地域特性や多様な生産目標に対応した機械作業システムや基盤整備技術等による

効率的な木材生産技術、高度な森林情報計測技術や多様な森林情報の評価技術によ

る効率的な森林管理手法を開発するとともに、先端的な計測・制御技術や情報通信

・処理技術を導入した先導的な林業生産技術を開発し、生産性を20％向上させる。

さらに、研究開発の成果が速やかに林業の現場に普及し活用されるよう、全国各地

において情報発信を行うとともに、開発したツールを森林所有者・林業事業体等が現

場で活用されるよう成果の普及に努める。

（イ）多様な森林資源の活用に対応した木材供給システムの開発

我が国の豊かな森林資源の有効活用を図り、建築用材から木質バイオマス等に至

る多様な木材需要に対応するため、地域性を活かした木材・木質原料の安定供給体
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制の構築が求められている。このため、以下の２つの課題に取り組む。

ａ 持続的林業経営と効率的流通・加工体制の構築に向けた社会的・政策的対策の提

示

多様化しつつある木材需要と林業構造や林産業の立地状況等を把握するととも

に、地域的な労働力や事業量の動向等を踏まえて、森林所有者や林業事業体の持続

可能な林業経営のあり方、木材需要動向と用途に応じた木材安定供給のための方向

性、流通・加工体制の合理化、効率化を図るための社会的・政策的対策の方向性を

提示する。

ｂ 地域特性に応じた木質エネルギー等の効率的利用システムの開発

地域利用を目指した木質バイオマス資源の生産・供給ポテンシャルを評価するた

め、早生樹等の低コスト造林技術や林地残材の低コスト供給手法の開発、木質バイ

オマスの供給安定性評価並びにエネルギー利用に関する採算性評価等を行うととも

に、木質バイオマスによるエネルギー変換利用システムを開発する。

さらに、これらの成果が地域の産業と雇用創出につながるよう、行政機関、大学、

民間企業等と連携しつつ、３地域において実証研究・実証事業等により成果の社会実

装化に向けた取組を行う。

ウ 木材及び木質資源の利用技術の開発

（ア）資源状況及びニーズに対応した木材の利用技術の開発及び高度化

木材・木質材料の更なる需要拡大に向け、消費者ニーズに対応する材料や利用法

の開発、大径材等需要が少ない木質資源の利用方法の開発が求められている。この

ため、以下の２つの課題に取り組む。

ａ 原木等の特性評価技術の開発及び製材・乾燥技術等の高度化

大径材や早生樹等の品質及び特性の非破壊評価技術を高度化するとともに、樹種

・産地判別技術の効率化に資する技術の開発等を行う。大径材等を利用拡大するた

め直径36cm以上の原木の効率的な製材・機械加工技術等を開発するとともに、様々

な乾燥技術やセンシング技術の応用により人工乾燥技術を高度化する。

ｂ 新規木質材料利用技術、構造利用技術及び耐久性付与技術の開発

従来の木質材料に加え、ＣＬＴ（直交集成板）等新規木質材料の効率的な製造技

術及び強度性能評価手法、建築・土木分野等における構造体への木質材料利用技術
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及びそれらの防耐火性、耐久性等の信頼性向上技術を開発するとともに、人間の生

理応答等を指標とした木質空間の快適性に関する評価手法を高度化する。

さらに、得られた成果は、行政機関、大学、研究機関、関係団体、民間企業等と連

携して実証を行い、速やかな実用化を図るとともに、日本農林規格等の国家規格や各

種基準等に反映させることで、信頼性が高く消費者ニーズに合致した木材・木質材料

の利用促進に貢献する。

（イ）未利用木質資源の有用物質への変換及び利用技術の開発

間伐等由来の未利用材の有効利用のため、セルロース、リグニン等木材主成分

の有効活用や、未利用抽出成分の機能を活かした、新たな需要創出が求められて

いる。このため、以下の３つの課題に取り組む。

ａ 多糖成分等を利用した高機能・高付加価値材料の開発

未利用木質資源からバイオリファイナリー技術等を用いて分離したセルロース

・ヘミセルロースなどの多糖成分や、それに物理的・化学的処理を施すことによ

って得られるセルロースナノファイバー等の素材、または微細な木質原料等を用

いて、化学工業や食品産業分野等に適用することのできる高機能・高付加価値材

料等を製造・利用する技術の開発を行う。セルロースナノファイバーについては、

その実用化を促進するため、生産コストの25％削減を達成する。

ｂ リグニンの高度利用技術の開発

地域の木質バイオマス中のリグニン資源を利活用した新たな産業の創出をめざ

し、林地残材等の未利用バイオマスから効率的にリグニンを取り出す技術を開発

する。加えて、熱成形性等の工業材料として求められる実用的加工性や、凝集剤

や分散剤等の化成品としての性能を付与した機能性リグニンを製造する技術を開

発する。また、耐熱性プラスチックや電子基板等、機能性リグニンを用いた高付

加価値な工業製品を開発し、新たなリグニン産業創出に貢献するリグニンの高度

利用技術を開発する。

ｃ 機能性抽出成分の抽出・利用技術の開発

間伐材等の未利用木質資源から有用な抽出成分を検索し、健康増進等に関する

機能性の解明や活性物質等に関する化学的な特性を解明するとともに、それらの

機能性を活かした実用レベルの利用法を確立する。またそれらの実用化に向けて、

環境に配慮した効率的な抽出・分離技術や機能性を向上させる技術、効果的な利
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用技術の開発を行う。

さらに、研究開発によって得られた高機能材料・高付加価値材料を速やかに実用

化するため、応用段階に入った研究については、民間企業等を含む研究コンソーシ

アムを構築して研究を推進し、製造技術及び利用技術の社会実装化を図ることで、

未利用木質資源による新産業の創出に貢献する。

エ 森林生物の利用技術の高度化と林木育種による多様な品種開発及び育種基盤技術の

強化

（ア）生物機能の解明による森林資源の新たな有効活用技術の高度化

森林生態系に影響を及ぼす環境問題等への対応及び森林資源の持続的な利用のた

め、分子生物学等の先端技術を活用して樹木が有する様々な機能を解明し、新たに

有効活用する技術を高度化する必要がある。また、きのこや森林微生物のもつ食用、

腐朽分解、代謝などの特異な生物機能を解明し、産業創出に寄与すべく新たな利用

法を開発する必要がある。このため、以下の２つの課題に取り組む。

ａ 樹木の生物機能の解明とその機能性の新たな有効活用

ゲノム情報や分子生物学等の先端技術を活用し、樹木等の環境ストレス耐性、成

長・分化及び代謝産物に関する分子基盤の解明とその機能性を利用した森林資源・

環境保全技術等の開発、花粉発生源対策に資する不稔性遺伝子等有用遺伝子の特定

及び機能評価、森林樹木の遺伝子流動評価、気候変動・環境変化に対する適応関連

遺伝子の保有状況の解明と利用技術の開発を行う。

ｂ きのこ及び微生物が有する生物機能の解明と新たな有効活用

きのこに含まれる機能性成分についてその評価と品質安定化等の利用技術の開

発、原木栽培シイタケの放射性セシウム抑制技術の開発、マツタケなど２種以上の

高級菌根性きのこの栽培技術の開発、森林微生物の木材腐朽等の生物機能の解明及

び微生物を応用したリグニン等芳香族成分の新規有用物質への変換技術の開発、及

びＰＣＢ等の難分解性化合物の微生物分解機構の解明を行う。

さらに、得られた遺伝情報等に関する成果は、遺伝子データベースとして充実を

図り、新たな種の情報及び針葉樹において１万以上の新規遺伝子の情報を追加する

とともに、研究所から発信する公開データベース等を用いて世界に向け広く情報発

信する。また、環境保全技術やきのこに係る成果は、行政機関、大学、民間企業等

と連携しながら、森林資源の保全及びきのこ等の生産性の向上に貢献する。
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（イ）多様な優良品種等の開発と育種基盤技術の強化

地球温暖化防止、林業の成長産業化、花粉発生源対策等の重要施策の推進に貢献

する観点から、優良品種等の開発とそれに資する高速育種技術、優良品種等の早期

普及技術の開発、林木遺伝資源の有効利用技術、バイオテクノロジーの高度化及び

国際的な技術協力を通じた林木育種技術の開発が求められている。このため、以下

の２つの課題に取り組む。

ａ エリートツリーと優良品種の開発及び高速育種等の育種技術の開発

林業種苗における多様なニーズに対応するため、エリートツリーを300系統及び

第２世代マツノザイセンチュウ抵抗性品種、成長に優れた少花粉品種等の優良品種

を150品種開発するとともに、これらの早期開発にも対応可能な高速育種技術等の

育種技術の開発を行う。また、特定母樹への申請を積極的に進める。

ｂ 林木遺伝資源、バイオテクノロジー、国際協力等による育種・普及技術の開発

トレーサビリティを確保した原種苗木配布システム等の普及技術の開発を行うと

ともに、早生樹種等の収集・評価技術や栄養体等を対象とした施設保存技術等林木

遺伝資源の利用促進に向けた技術の開発を行う。また、遺伝子組換え雄性不稔スギ

の野外での特性評価、薬用系機能性樹木の増殖技術の開発等バイオテクノロジーを

利用した育種技術の開発を行う。さらに、国際的な技術協力や共同研究を通じて気

候変動への適応策等に資する林木育種技術の開発を行う。

さらに、開発された優良品種等の種苗を都道府県等に対し配布するとともに、開発

品種の特性に関する情報提供や採種園等の造成・改良に関する技術指導等を都道府県

等に対して行うことにより、開発した優良品種等の早期普及を図る。

（２）長期的な基盤情報の収集、保存、評価並びに種苗の生産及び配布

国立研究開発法人として、長期的かつ全国的な視点に基づき配置された収穫試験地

等における森林の成長・動態調査、森林水文モニタリング等の長期モニタリングを実

施するとともに、木材の識別等基盤的な情報を収集し、ウェブサイト（ホームページ）

等を用いてデータを公開する。

また、きのこ類等森林微生物の遺伝資源について対象を適切に選択しつつ概ね250

点を探索・収集し、増殖・保存及び特性評価等を行うとともに、配布に活用する。

新需要等が期待できる有用樹種３樹種以上において、優良系統の選抜が可能となる

母集団の作成を行うとともに、主要樹種の育種素材、脆弱な希少遺伝資源を対象に林
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木遺伝資源の収集、保存、特性調査を行う。また、試験研究用としてこれらの遺伝資

源を配布する。

さらに、開発された優良品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全

件数の90％以上を配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

（３）研究開発成果の最大化に向けた取組

ア 「橋渡し」機能の強化

国内外における森林・林業・木材産業に対する社会ニーズ及び科学技術の動向を

踏まえ、研究シーズの創出から事業ベースの実証研究に至るまで、ニーズに合致す

る最適な研究成果が森林・林業・木材産業の担い手や関連企業等において活用され

るよう実施体制を整備しつつ、以下の取組により「橋渡し」機能を強化する。

（ア）産学官及び民との連携、協力の強化

研究所は、研究成果の実用化に向けて、産学官及び民との連携、協力の強化及

び成果の普及を目指し、研究所本所に産学官民連携推進担当研究コーディネータ

ー及び産学官連携・知財戦略室、支所に産学官民連携推進調整監を配置し、産学

官及び民との連携機能及び協力体制の強化を図る。

研究所はこれらの体制を活用し、研究所並びに大学等が開発したシーズと民間

企業や関係団体が必要とするニーズとのマッチングを図るとともに、これらの情

報を一元的に管理し、重点課題や共同研究の推進に活用する。さらに、国家規格

策定等への貢献、関係団体等による指針、基準及びマニュアルの作成への支援に

より、研究成果の橋渡しに努める。

（イ）研究開発のハブ機能の強化

地域のニーズや課題に対応するため、地方の行政機関や公設試験研究機関、大

学、ＮＰＯ、関係団体等とのハブとなり、地域課題への迅速な対応を可能とする

よう、研究推進の拠点としての研究体制の充実を図る。このため、研究所本所に

地域イノベーション推進担当研究コーディネーター及び地域連携戦略室、支所に

は地域連携推進室を置き、地域が抱える課題の抽出、研究開発による課題の解決、

研究成果の地域への普及を一元的に管理することで、地域課題の解決に向け本支

所一体となり研究成果の最大化を図る。さらに、水源林造成事業による地域ネッ

トワークも活用しつつ、地域との連携・協力の強化による研究成果の橋渡しに努

める。また、林木育種センター及び育種場についても林木育種のハブとして、地

域ニーズや課題に対応する。

さらに、気候変動に関する研究等、国際的な協調、連携が必要な研究課題を効
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率的に推進するため、国際連携推進担当研究コーディネーターを配し、海外の研

究機関、国際機関等と連携しつつ研究を推進するとともに、地球規模の課題解決

に向けた我が国の国際貢献に寄与する。

イ 研究開発成果等の社会還元

研究開発で得られた成果や科学的知見等を社会に普及、還元するため、行政や林

業団体、民間企業等に対し委員や講師として一人平均年４回以上の派遣を実施する

ほか、講習会開催、技術指導や助言等を積極的に行い、科学リテラシーの向上に貢

献する。

また、研究所が有する高度な専門知識や専門技術を必要とする木材等の鑑定や各

種分析、調査の依頼に対応する。

研究開発成果は、戦略的な知的財産管理を踏まえた上で、国内外の学術雑誌の論

文や学会発表等により速やかに公表する。

なお、開発した優良品種等の早期普及を図るため、都道府県等に対し、採種園等

の造成・改良に関する講習会を合計100回を目標に開催する。

ウ 研究課題の評価、資源配分及びＰＤＣＡサイクルの強化

研究課題については、外部の専門家・有識者による意見を踏まえた公正で厳格な

評価を実施する。

また、ＰＤＣＡサイクルを活用し、評価結果を資源配分に反映させるシステムの

構築や社会情勢の変化に応じた機動的な課題の見直し等を行い、研究開発成果の最

大化に努める。

２ 森林保険業務の推進

（１）被保険者へのサービスの向上

森林保険契約の引受けや保険金の支払い等について、必要な人材の確保、事務の

簡素化、システム化による各種手続の効率化、マニュアル化や研修の充実による業

務委託先を含めた業務実施体制の強化や迅速な保険金の支払い等の取組を推進し、

被保険者へのサービスの向上を図る。

なお、国の災害査定が、災害発生から２～３ヶ月以内としていることを参考に、

保険金の支払いの迅速化に向けた取組の目安として、損害実地調査については、林

道崩壊や積雪等により早期の調査が困難な場合、干害等において枯死していること

を確定する上で経過観察のため一定の期間が必要な場合など、損害実地調査終了ま

でに時間を要する特段の要因がない場合は、基本的に損害発生通知書を受理してか

ら調査終了までを３ヶ月以内とする。
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（２）加入促進

災害によって林業の再生産が阻害されることを防止するとともに、林業経営の安

定と森林の多面的機能の維持及び向上を図るため、森林保険の加入促進に向けた方

針を定期的に作成し、それに即した戦略的な取組を推進する。

なお、その際の目安として、基本的に下記の基準を満たすこととする。

① ホームページの逐次更新や広報誌の年４回以上の発行等を通じ、森林所有者や

森林経営計画作成者等に森林保険の概要や最新の情報等をわかりやすく発信す

る。

② 関係諸機関と連携し、各都道府県、市町村、森林組合等を対象に、パンフレッ

トやポスター等を幅広く配布・設置する（3,000箇所以上設置）。

③ 関係諸機関と連携し、少なくとも３年に１度は各都道府県で１回ずつ開催する

ことを念頭に、都道府県、市町村及び大規模森林所有者向けの説明会等を全国的

に行うなど効果的な普及活動を実施する（年15回以上実施）。また、森林施業を

担う林業経営体等に対する説明会やインターネットを活用した情報提供等も積極

的に行う。

④ 森林所有者との窓口である森林組合系統を対象に、自然災害の発生傾向などの

地域的特徴を考慮して全国を複数のブロックに分けて、新規加入の拡大及び継続

加入の推進などを円滑に行う上で必要な森林保険業務の能力向上を図る研修等を

全国的に実施し、森林所有者に対し適切なサービスの提供を促進する（年６回以

上実施）。

（３）引受条件

これまでの森林国営保険における事故率や近年の自然災害の発生傾向のほか、森

林整備に必要な費用、木材価格等の林業を取り巻く情勢等を踏まえつつ、保険運営

の安定性の確保、被保険者へのサービスの向上の観点から、保険料率、保険金額の

標準をはじめとする引受条件の見直しの必要性について毎年度検討を行い、必要に

応じて引受条件の見直しを行う。

（４）内部ガバナンスの高度化

金融業務の特性を踏まえた財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、外部

有識者等により構成される統合リスク管理委員会を年２回以上開催し、森林保険業

務の財務状況やリスク管理状況を専門的に点検する。

３ 水源林造成事業等
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（１）水源林造成事業の推進

ア 事業の重点化

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、２以上の都府県にわたる

流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が
かん

高い流域内の箇所に限定する。（重点化率100％実施）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

（ア）公益的機能の高度発揮

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観
かん

点から、新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ

主伐時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠

層へ誘導する複層林施業等に施業方法を見直す。

（イ）事業の効果的・効率的な実施

① 事業実施過程の透明性の確保を図りつつ、事業の効果的かつ効率的な実施

に努めるため、チェックシートを活用し、事業を実施する。（チェックシー

ト活用率100％実施）

② 森林整備事業全体の動向を踏まえつつコスト削減に向けた取組を徹底す

る。

（ウ）搬出間伐と木材利用の推進

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成はもと

より、林業の成長産業化等にも資する観点から、搬出間伐を推進するとともに、

作業道の丸太組工法などにおいて間伐材を含む、木材の有効利用の推進に努め

る。

（２）その他完了した事業の評価及び債権債務の管理

ア 特定中山間保全整備事業等の事業実施完了後の評価に関する業務

特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業の完了後の評価を確実に行

う。

イ 債権債務管理に関する業務

林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全

整備事業等の負担金等に係る債権債務及びＮＴＴ－Ａ資金に係る債権債務につい
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て、徴収及び償還業務を確実に行う。（徴収率100％実施）

第３ 業務運営の効率化に関する事項

１ 一般管理費等の節減

（１）研究開発業務

運営費交付金を充当して行う事業（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）

については、業務の見直し及び効率化を進め、中長期計画期間中、一般管理費につ

いては毎年度平均で少なくとも対前年度比３％及び業務経費については毎年度平均

で少なくとも対前年度比１％の抑制を行うことを目標として節減を行う。

（２）森林保険業務

森林保険業務は、政府の運営費交付金を充当することなく、保険契約者から支払

われる保険料のみを原資として運営するものであり、一般管理費等の支出の大きさ

が保険料に直接的に影響することを踏まえ、支出に当たっては、物品調達の必要性、

加入促進業務やシステム化における費用対効果を十分検討することなどによりコス

ト意識を徹底して保険事務に必要な経費を節減し、効率的な業務運営を図り、将来

的な一般管理費等のスリム化につなげ、一般管理費（公租公課、事務所借料等の所

要額計上を必要とする経費を除く。）については、毎年度平均で少なくとも対前年

度比３％の抑制を行うことを目標とする。

なお、業務量及びそれに伴う一般管理費等は、保険料収入の変化や災害の発生状

況等により影響を受けることに留意する。

（３）水源林造成事業等

一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）

については、毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制を行うことを目標とし

て節減を行う。

２ 調達の合理化

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日

総務大臣決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続による、適切で迅速かつ効果的

な調達を実現する観点から、毎年度策定する「調達等合理化計画」に基づき、重点的

に取り組む分野における調達の改善、調達に関するガバナンスの徹底等を着実に実施

する。

３ 業務の電子化
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出先機関等との情報の共有等については、電子化の促進等により事務手続の簡素化

・迅速化を図るとともに、利便性の向上に努めることとする。また、研究所内ネット

ワークの充実を図ることとする。併せて情報システム、重要情報への不正アクセスに

対する十分な堅牢性の確保に努める。

第４ 予算、収支計画及び資金計画

１ 研究開発業務

運営費交付金に係る予算の計画及び実行に当たっては、業務の効率化による効果に

加え、「第３ 業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中長期計画の予算を作成

し、当該予算による運営に努める。

（１）収益化単位の業務ごとの予算と実績管理

運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたこと

を踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築し実施する。

（２）セグメントの開示

一定の事業等のまとまりごとに、適切にセグメントを設定し、セグメント情報を

開示するとともに、研究分野別セグメント情報などの開示に努める。

（３）自己収入の拡大に向けた取組

受託研究等の外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等に

より自己収入の確保に努める。本中長期目標の方向に即して、外部研究資金の獲得

等を積極的に適切な対応に努める。

２ 森林保険業務

（１）積立金の規模の妥当性の検証と必要な保険料率の見直し

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」も踏まえ、外部有識者等により構

成される統合リスク管理委員会において、毎年度、積立金の規模の妥当性の検証を

行い、その結果を農林水産大臣に報告するとともに、必要に応じて、保険料率の見

直しを行う。

その際、①我が国においては、台風や豪雪等の自然災害の発生の可能性が広範に

存在し、森林の自然災害の発生頻度が高く、異常災害時には巨額の損害が発生する

おそれがあり、こうした特性に応じた保険料率の設定及び積立金の確保が必要であ

ること、②森林保険の対象となる自然災害の発生は年毎のバラツキが非常に大きい

ことから単年度ベースでの収支相償を求めることは困難であり長期での収支相償が

前提であること、③森林保険は植栽から伐採までの長期にわたる林業経営の安定を
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図ることを目的としており、長期的かつ安定的に運営することが必要であること、

④積立金の規模は責任保険金額の規模に対して適切なものとする必要があることを

踏まえて取り組む。

（２）保険料収入の増加に向けた取組

森林保険業務の安定的な運営に資するため、新規加入の拡大、継続加入の推進等

による保険料収入の増加に向けて、関係諸機関と連携し、森林所有者、森林経営計

画作成者、林業経営体等への森林保険の加入促進活動に取り組む。

３ 水源林造成事業等

（１）長期借入金等の着実な償還

当期中長期計画期間中に次の長期借入金及び債券を確実に償還する。

① 水源林造成事業 675億円

② その他完了した事業 452億円

また、水源林造成事業については、毎年度、最新の木材価格や金利情勢などの経

済動向や国費等の収入について一定の前提条件をおいた債務返済に関する試算を行

い、中長期計画に基づく償還計画額とともに公表し、これらと当年度の実績額につ

いて検証を行い、その結果を公表する。

（２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

「第３ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」を踏まえ

た、中長期計画の予算を作成し、当該予算による効率的な運営を行う。

４ 予算

（１）研究開発業務

平成28年度～平成32年度予算

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 重点課題 重点課題 重点課題 重点課題 勘定共通 合 計

「ア森林」 「イ林業」 「ウ木材」 「エ機能解

明・林木育

種」

収 入

運営費交付金 １１，７３６ ８，０２７ ５，３１３ ７，８４７ １７，９７０ ５０，８９２

施設整備費補助金 ０ ０ ０ ３７７ ７００ １，０７６
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受託収入 １，８８６ ７２４ １，３６１ ５８５ ６９５ ５，２５１

諸収入 ０ ０ ０ ０ ２０８ ２０８

計 １３，６２１ ８，７５０ ６，６７３ ８，８０９ １９，５７２ ５７，４２７

支 出

人件費 ９，４２９ ６，４７８ ４，２８１ ４，６０４ １４，２８０ ３９，０７３

業務経費 ２，３０６ １，５４９ １，０３１ ３，２４２ ０ ８，１２９

一般管理費 ０ ０ ０ ０ ３，８９８ ３，８９８

施設整備費 ０ ０ ０ ３７７ ７００ １，０７６

受託経費 １，８８６ ７２４ １，３６１ ５８５ ６９５ ５，２５１

計 １３，６２１ ８，７５０ ６，６７３ ８，８０９ １９，５７２ ５７，４２７

(注) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

[運営費交付金の算定方法]

１ 平成28年度は、次の算定方法を用いる。

運営費交付金＝（前事業年度一般管理費×α＋一般管理費特殊要因）＋（前事

業年度業務経費×β＋業務経費特殊要因）＋人件費±γ－自己収入

α：効率化係数(0.97)

β：効率化係数(0.99)

γ：毎事業年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋休職者・派遣者・再雇用職員給与＋非常勤職員給与＋退職

手当＋福利厚生費

基本給等＝前事業年度（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）＋給与改定影響額

福利厚生費＝共済組合負担金、児童手当拠出金、雇用保険料、労災保険料

２ 平成29年度以降は、次の算定方法を用いる。

運営費交付金＝（前事業年度一般管理費×α＋前事業年度業務経費×β）×γ

＋人件費±δ－自己収入

α：効率化係数(0.97)

β：効率化係数(0.99)

γ：消費者物価指数（1.00）

δ：毎事業年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋休職者・派遣者・再雇用職員給与＋非常勤職員給与＋退職
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手当＋福利厚生費

基本給等＝前事業年度（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）＋給与改定影響額

福利厚生費＝共済組合負担金、児童手当拠出金、雇用保険料、労災保険料

[注記] 前提条件 ： 消費者物価指数の伸び率を０％と推定。

（２）森林保険業務

平成28年度～平成32年度予算

（森林保険勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

収 入

業務収入 １１，１６２

業務外収入 ６

計 １１，１６７

支 出

人件費 １，３０７

保険金 ７，２９５

業務経費 ２，７５７

一般管理費 ８１６

業務外支出 ０

予算差異 ▲１，００７

計 １１，１６７

(注) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（３）水源林造成事業等

平成28年度～平成32年度予算

（全体） （単位：百万円）

区 分 金 額

収 入

国庫補助金等 １２７，１８５

長期借入金 ３６，７２０

業務収入 ４３，４６４

業務外収入 ７９８
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計 ２０８，１６６

支 出

業務経費 ６６，６０５

造林事業関係経費 ６４，１０２

東日本大震災復旧・復興水源林業務経費 ２，５０３

借入金等償還 １１２，７７９

支払利息 １１，７０３

一般管理費 ２，１１４

人件費 １７，５２０

業務外支出 １，３０８

計 ２１２，０２９

(注) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

(水源林勘定） (単位:百万円)

区 分 金 額

収 入

国庫補助金等 １２６，７２８

長期借入金 ２９，７００

業務収入 １,９４１

業務外収入 ７２４

計 １５９，０９３

支 出

業務経費 ６６，６０５

造林事業関係経費 ６４，１０２

東日本大震災復旧・復興水源林業務経費 ２，５０３

借入金等償還 ６７，５３０

支払利息 ８，６４２

一般管理費 １，７６５

人件費 １６，５９１

業務外支出 １００

計 １６１，２３４

(注１）長期借入金は、国庫補助金等に見合う額を計上した。

(注２）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないも
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のがある。

(特定地域整備等勘定) (単位:百万円)

区 分 金 額

収 入

政府交付金 ４５７

長期借入金 ７，０２０

業務収入 ４１，５２２

業務外収入 ７４

計 ４９，０７３

支 出

借入金等償還 ４５，２４９

支払利息 ３，０６１

一般管理費 ３４９

人件費 ９２９

業務外支出 １，２０８

計 ５０，７９５

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないも

のがある。

５ 収支計画

（１）研究開発業務

平成28年度～平成32年度収支計画

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 重点課題 重点課題 重点課題 重点課題 勘定共通 合 計

「ア森林」 「イ林業」 「ウ木材」 「エ機能解

明・林木育

種」

費用の部 １３，６７７ ８，７８７ ６，６９８ ８，５０９ １８，８９２ ５６，５６３

経常費用 １３，６７７ ８，７８７ ６，６９８ ８，５０９ １８，８９２ ５６，５６３

人件費 ９，４２９ ６，４７８ ４，２８１ ４，６０４ １４，２８０ ３９，０７３

業務経費 ２，０１６ １，３５４ ９０２ ２，８３５ ０ ７，１０７

一般管理費 ０ ０ ０ ０ ３，７９７ ３，７９７

受託経費 １，８８６ ７２４ １，３６１ ５８５ ６９５ ５，２５１
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減価償却費 ３４５ ２３２ １５４ ４８５ １２０ １，３３６

財務費用 ０ ０ ０ ０ ０ ０

臨時損失 ０ ０ ０ ０ ０ ０

収益の部 １３，６７７ ８，７８７ ６，６９８ ８，５０９ １８，８９２ ５６，５６３

運営費交付金収益 １１，４４６ ７，８３２ ５，１８３ ７，４３９ １７，８６９ ４９，７６９

受託収入 １，８８６ ７２４ １，３６１ ５８５ ６９５ ５，２５１

諸収入 ０ ０ ０ ０ ２０８ ２０８

資産見返運営費交 ３４５ ２３２ １５４ ４８５ １２０ １，３３６

付金戻入

資産見返物品受贈 ０ ０ ０ ０ ０ ０

額戻入

臨時利益 ０ ０ ０ ０ ０ ０

純利益 ０ ０ ０ ０ ０ ０

前中長期目標期間繰 ０ ０ ０ ０ ０ ０

越積立金取崩額

総利益 ０ ０ ０ ０ ０ ０

(注１）当勘定における退職手当については、その金額について、運営費交付金を

財源とするものと想定している。

(注２）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないも

のがある。

（２）森林保険業務

平成28年度～平成32年度収支計画

（森林保険勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ３８，５６９

経常費用 ３８，５６９

人件費 １，３０６

支払保険金 ７，２９５

支払備金繰入 ２，５５１

責任準備金繰入 ２３，８１９

業務費 ２，７８１

一般管理費 ８１７

財務費用 ０
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雑損 ０

収益の部 ３７，９３２

経常収益 ３７，９３２

保険料収入 １０，３１５

支払備金戻入 ２，５７１

責任準備金戻入 ２４，１４３

資産見返負債戻入 ６９

財務収益 ８３４

雑益 －

純利益 ▲６３７

総利益 ▲６３７

(注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（３）水源林造成事業等

平成28年度～平成32年度収支計画

（水源林勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 １１，３３８

経常費用 １１，３３８

分収造林原価 ２５０

販売・解約事務費 ７５５

復興促進業務費 ７３

一般管理費 １，０５０

人件費 ２，９３５

財務費用 ６，２７５

雑損 ０

収益の部 １０，４７７

経常収益 １０，４７７

分収造林収入 ２２７

販売・解約事務費収入 ７５５

資産見返補助金等戻入 ６８

国庫補助金等収益 ８，７２４

財務収益 １２
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雑益 ６９２

純利益 ▲８６１

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 １，５４２

総利益 ６８１

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（特定地域整備等勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ４，６０８

経常費用 ４，５８５

一般管理費 ３７４

人件費 ９２８

財務費用 ２，９８７

雑損 ２９７

臨時損失 ２３

収益の部 ３，６００

経常収益 ３，６００

資産見返補助金等戻入 ４

国庫補助金等収益 ４６９

割賦利息収入 ３，０６０

財務収益 ３２

雑益 ３５

純利益 ▲１，００８

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 １，１５２

総利益 １４４

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

６ 資金計画

（１）研究開発業務

平成28年度～平成32年度資金計画

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 重点課題 重点課題 重点課題 重点課題 勘定共通 合 計
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「ア森林」 「イ林業」 「ウ木材」 「エ機能解

明・林木育

種」

資金支出 １３，６２１ ８，７５０ ６，６７３ ８，８０９ １９，５７２ ５７，４２７

業務活動による支出 １３，１８７ ８，４５９ ６，４７９ ７，８２２ １８，７７２ ５４，７１８

投資活動による支出 ４３５ ２９２ １９４ ９８７ ８０１ ２，７０８

財務活動による支出 ０ ０ ０ ０ ０ ０

次期中長期目標期間 ０ ０ ０ ０ ０ ０

への繰越金

資金収入 １３，６２１ ８，７５０ ６，６７３ ８，８０９ １９，５７２ ５７，４２７

業務活動による収入 １３，６２１ ８，７５０ ６，６７３ ８，４３２ １８，８７３ ５６，３５０

運営費交付金によ １１，７３６ ８，０２７ ５，３１３ ７，８４７ １７，９７０ ５０，８９２

る収入

受託収入 １，８８６ ７２４ １，３６１ ５８５ ６９５ ５，２５１

その他の収入 ０ ０ ０ ０ ２０８ ２０８

投資活動による収入 ０ ０ ０ ３７７ ７００ １，０７６

施設整備費補助金 ０ ０ ０ ３７７ ７００ １，０７６

による収入

その他の収入 ０ ０ ０ ０ ０ ０

財務活動による収入 ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他の収入 ０ ０ ０ ０ ０ ０

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（２）森林保険業務

平成28年度～平成32年度資金計画

（森林保険勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ２８，６８９

業務活動による支出 １１，９７６

投資活動による支出 １６，４０４

財務活動による支出 ３

次期中長期目標期間への繰越金 ３０５

資金収入 ２８，６８９
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業務活動による収入 １１，１６７

投資活動による収入 １７，２２６

財務活動による収入 －

前期中長期目標期間からの繰越金 ２９５

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（３）水源林造成事業等

平成28年度～平成32年度資金計画

（水源林勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 １７１，５４５

業務活動による支出 ９３，６７０

投資活動による支出 ９，６００

財務活動による支出 ６７，５３０

次期中長期目標期間への繰越金 ７４５

資金収入 １７１，５４５

業務活動による収入 ７５，４３５

補助金収入 ７２，８６３

収穫等収入 １，８６６

その他の収入 ７０６

投資活動による収入 １１，１００

財務活動による収入 ８３，５６５

前期中長期目標期間からの繰越金 １，４４５

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（特定地域整備等勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ８５，４５５

業務活動による支出 ６，３１２

投資活動による支出 １９，２０１

財務活動による支出 ５９，７４９

次期中長期目標期間への繰越金 １９３
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資金収入 ８５，４５５

業務活動による収入 ４２，０４０

政府交付金収入 ４５７

負担金・賦課金収入 ３８，３９４

その他の収入 ３，１８９

投資活動による収入 ２１，３１３

財務活動による収入 ２１，５２０

前期中長期目標期間からの繰越金 ５８２

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

７ 保有資産の処分

保有資産の見直しについては、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的

視点について」（平成26年９月２日付け総管査第263号総務省行政管理局通知）に基づ

き、保有の必要性を不断に見直し、保有の必要性が認められないものについては、不

要財産として国庫納付等を行うこととする。

第５ 短期借入金の限度額

１ 研究開発業務

13億円

（想定される理由）

運営費交付金の受入の遅延等に対応するため

２ 水源林造成事業等

76億円

（想定される理由）

一時的な資金不足

第６ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画

１ 研究・育種勘定

平成27年度末までに用途を廃止し、不要となっている財産である北海道支所外来研

究員宿泊所跡地（札幌市）、東北支所好摩実験林（盛岡市）、関西支所宇治見・島津実

験林(京都市）、四国支所松原山苗畑（高知市）、九州支所もみじ山（熊本市）につい

ては、平成28年度以降に現物納付する。
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２ 特定地域整備等勘定

平成28年度に用途を廃止する予定の職員宿舎第３号（杉並区清水）については、平

成28年度以降に現物納付する。また、平成29年度以降に用途を廃止する予定のいずみ

倉庫（福島市）については、東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により

放出された放射性物質の影響等があることから、その処理状況を勘案しつつ、平成29

年度以降の現物納付に向け、関係機関等と調整を行う。

第７ 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画

水源林造成事業等における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐に伴う立木の販

売、公共事業等の実施に伴い支障となる立木の販売を計画する。

（計画対象面積の上限） 82,000ha

第８ 剰余金の使途

１ 研究・育種勘定

剰余金は、研究等機材及び施設の充実を図るための経費に充てる。

２ 水源林勘定

剰余金は、借入金利息及び債券利息に充てる。

３ 特定地域整備等勘定

剰余金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還に要する費用に充て

る。

第９ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等

１ 施設及び設備に関する計画

低炭素・脱炭素社会を目指していく世界経済の方向性の中、日本の約束草案（平成

27年７月17日地球温暖化対策推進本部決定）も踏まえ、温室効果ガスの排出削減に資

する建築物の省エネ化（改修）や高効率照明の導入、維持・管理経費の節減、安全確

保のための老朽化施設の更新等の観点から、業務の実施に必要な施設及び設備につい

て、計画的な整備に努める。

千代田苗畑については、苗畑管理に必要な道路及び事業用地を確保するため、国有

地を取得する。また、四国支所については、樹木園の管理に必要な用地及び通行路を

確保するため、小規模介在地の取得を検討する。
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（単位：百万円）

施設・設備の内容 予定額

研究開発用施設の整備・改修等 １，０７６±ε

（注）「ε」は、各事業年度増減する施設及び設備の整備等に要する経費。

２ 人事に関する計画

（１）研究開発業務

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。

管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

（参考１）

期首の常勤職員数 779 人

（２）森林保険業務

森林保険業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を行う。

（参考２）

期首の常勤職員数 36人

（３）水源林造成事業等

水源林造成事業等の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を

行う。

（参考３）

期首の常勤職員数 365 人

３ 積立金の処分

（１）研究・育種勘定

前中長期目標期間繰越積立金は、前期中長期目標期間中に自己収入財源で取得し、

当期中長期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当す

る。

（２）水源林勘定

前中長期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充てる。

（３）特定地域整備等勘定

前中長期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収並びに長期借入金及び債券の償

還に要する費用に充てる。
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４ 研究開発業務、森林保険業務及び水源林造成事業における連携の強化

（１）研究開発と森林保険の連携

森林の自然災害に関する専門的知見を活用した森林保険業務の高度化及び森林保

険業務で得られたデータを活用した気象害の発生要因解析とリスク評価等の森林災

害に係る研究開発を推進する。

（２）研究開発と水源林造成事業の連携

全国に展開している水源林造成事業地を研究開発のフィールドとして活用して施

業技術や森林管理手法等の実証試験を実施するとともに、水源林造成事業地で得ら

れる調査データ等を研究開発に活用する。

また、検討会等を通じ、研究開発で得られた成果や科学的知見を活用して水源林

造成事業における森林整備技術の高度化を図るとともに、森林所有者や林業事業体

への研究成果の「橋渡し」に取り組む。

５ 行政機関や他の研究機関等との連携・協力の強化

研究所は、我が国の森林・林業・木材産業に関する総合的な研究を推進する中核機

関であるとともに、森林保険センター及び森林整備センターを擁する機関であること

から、内部での連携を取りつつ、国、都道府県、他の研究機関、大学、民間企業等と

の連携・協力を積極的に行う。

また、災害への緊急対応や行政機関等への技術指導等のため、専門家を派遣すると

ともに、学術的知見や研究情報の提供等を行う。

さらに、森林保険は、林業経営の安定や森林の多面的機能の発揮に資する公的保険

であり、森林・林業の諸政策と連携した取扱いによりその役割が高度に発揮されるも

のであることから、国、都道府県等行政機関をはじめとする関係諸機関と連携・協力

した取組を推進する。

６ 広報活動の促進

（１）研究開発業務

研究所の成果及び森林の多面的機能や木材利用の意義を一般市民と共有し、森林

や木材利用に対する国民理解の醸成を図り、適切な森林管理と木材利用が進むよう、

研究成果等を各種メディアで広報する。また、広報に当たっては、利用者の利便性

を考慮しつつ、普及に最適なメディアを戦略的に活用し、マスメディア等へのプレ

スリリース、研究所ウェブサイトの活用、広報誌の配布等様々な手段で効果的に実

施する。
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（２）森林保険業務

森林保険の重要性、保険金の支払い状況等の業務の実績、災害に係る情報のほか、

森林保険の窓口業務を担う委託先の紹介や被保険者の御意見等をホームページや広

報誌等を通じて積極的に発信することにより、森林所有者の理解の醸成に努め、森

林保険の利用拡大につながるよう効果的に広報活動を行う。

（３）水源林造成事業

水源林造成事業と研究開発との連携を図りつつ、職員及び造林者等を対象とした

整備局の検討会を通じて、森林整備に係る技術情報を提供する。

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等における対外発表活動を

奨励し推進する。

水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、

効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト、広報誌等により広報するととも

に、分収造林契約実績の公表等を実施する。

事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータ

の蓄積を実施する。

７ ガバナンスの強化

（１）内部統制システムの充実・強化

「「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」について」（平成

26年11月28日総管査第322号 総務省行政管理局長通知）に基づき業務方法書に定め

た事項を適正に実行するなど、研究開発業務・森林保険業務・水源林造成事業の各

業務・事業の特性に応じた内部統制システムの更なる充実・強化を図る。

このため、各業務・事業について、役員から現場職員までの指揮命令系統や連絡

・報告体制を明確化するとともに、職員に対し適切な業務執行を図るためのルール

の周知徹底を行う。

また、監事及び監査法人等との連携強化並びに監査従事職員等の資質向上を図り

ながら、ＰＤＣＡサイクルの下、内部監査を効率的・効果的に実施する。

（２）コンプライアンスの推進

役職員は、研究所の使命達成のため、「行動規範」及び「職員倫理規程」を遵守

し、高い倫理観をもって業務を遂行する。

このため、外部有識者を含めたコンプライアンス推進委員会を開催し、毎年度の

取組方針を定め、これに基づきコンプライアンスの確保を図る。
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また、研究活動における不適正行為を防止するため、政府が示したガイドライン

等を踏まえた対策を推進するとともに、不適正な経理処理事案の再発防止策の周知

及び徹底、不正防止計画の着実な推進に努める。

８ 人材の確保・育成

（１）人材の確保

研究開発業務の成果の創出のため、人材の確保に当たっては、常勤職員の採用に

加え、テニュアトラック制や、任期付き研究員制度、再雇用等を活用し、女性・外

国人・若手・中堅研究者・シニア研究員等、研究所が必要とする才能豊かで多様な

人材の確保に努める。また、研究者の流動化や人材交流により新たなイノベーショ

ン創出を図るため、クロスアポイントメント制度等を整備する。

森林保険業務の適正な実施、専門性の向上等のため、林業経営や森林被害等に精

通した職員を配置するほか、林野庁、損害保険会社及び森林組合系統からの出向等

により必要な人材を確保する。

水源林造成事業の確実な実施のため、必要な人材を確保する。

（２）職員の資質向上

「農林水産研究における人材育成プログラム（平成27年農林水産技術会議改正）」

等を踏まえ、研究所の人材育成プログラムを改正し、個人の資質や経歴、年齢に応

じた研修等の実施により、研究遂行能力の向上とともに、研究マネジメント能力や

コーディネート能力等、研究管理部門等が必要とする能力を開発し、個々の研究者

の資質を活かす様々なキャリアパスへの誘導を計画的に進める。

さらに、一般職員についても、職員の資質の向上を図るため、業務に必要な各種

資格を計画的に取得することに努めるとともに、森林保険業務や水源林造成事業に

おける高度な専門知識が必要とされる業務を適切に実施するため、各種研修に職員

を参加させること等により、高度な専門知識と管理能力を有する職員を育成する。

このほか、男女共同参画の推進及び女性研究者の活躍促進に向けた両立支援の充

実のため、男女共同参画の推進に努める。

（３）人事評価システムの適切な運用

職員の業績及び能力の評価については、公正かつ透明性の高い評価を実施する。

研究職員の業績評価については、研究業績、学術団体との連携、行政及び民間・

企業等への技術移転等の「橋渡し」活動並びに研究管理業務等への貢献を十分に勘

案して行う。また、一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の

観点から、国が実施する評価制度に準じた評価を実施する。
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人事評価結果については、組織の活性化と業務実績の向上を図る観点から、適切

に処遇へ反映させる。

（４）役職員の給与水準等

役職員の給与については、職務の特性や国家公務員の給与等を勘案した支給水準

とする。

また、研究開発業務については、手当を含め給与の在り方を検証し、クロスアポ

イントメント制度の整備とともに、年俸制について検討を行う。

さらに、透明性の向上や説明責任の一層の確保のため、役職員の給与水準を公表

する。

９ 情報公開の推進

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）に基

づき、適切に情報公開を行う。

なお、森林保険業務に関する情報公開の実施に当たっては、民間の損害保険会社が

行っている情報公開状況や日本損害保険協会策定の「ディスクロージャー基準」等を

参考とする。

10 情報セキュリティ対策の強化

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ

ポリシーを適時適切に見直すとともに、これに基づき情報セキュリティ対策を講じ、

情報システムへのサイバー攻撃に対する防御力、組織的対応能力の強化に取り組む。

また、対策の実施状況を毎年度把握し、ＰＤＣＡサイクルにより情報セキュリティ対

策の改善に努める。

また、特定個人情報を含む個人情報についての管理・保護の徹底に努める。

11 環境対策・安全管理の推進

化学物質、生物材料等の適正管理などにより研究活動に伴う環境への影響に十分な

配慮を行うことともに、環境負荷低減のためのエネルギーの有効利用及びリサイクル

の促進等に積極的に取り組む。また、労働災害や事故の未然防止に努めるとともに、

労働災害発生時や緊急時の対応を的確に行う。

水源林造成事業については、事業者等の労働安全衛生が確保されるよう、指導の徹

底に努める。
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理 事 会 資 料

平成 28年４月 14日

平成２８年度計画の届出について

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３５条の８において準用する

第３１条の規定により、国立研究開発法人森林総合研究所平成２８年度計画を定め、

農林水産大臣あて届け出たので、お知らせします。

資料：国立研究開発法人森林総合研究所平成２８年度計画

- 35 -



- 36 -



国立研究開発法人森林総合研究所 平成２８年度計画

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第35条の５第１項の規定に基づき、平成2

8年３月31日付けをもって認可された国立研究開発法人森林総合研究所（以下「研究所」

という。）の中長期計画を達成するため、同法第35条の８において準用する第31条の定め

るところにより、次のとおり平成28年度の業務運営に関する計画を定める。

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置

１ 研究開発業務

（１）研究の重点課題

ア 森林の多面的機能の高度発揮に向けた森林管理技術の開発

（ア）森林生態系を活用した治山技術の高度化と防災・減災技術の開発

ａ 山地災害発生リスクの予測と森林の防災機能の変動評価

新たな雨滴測定手法を用いた降雨特性と侵食能の評価技術を開発する。ベトナム

の斜面防災技術力の向上を支援するため、同国を対象に開発した斜面災害早期警戒

システムを高度化する。

ｂ 森林の水源涵養機能を高度に発揮させる技術の開発

森林の水保全機能向上のために、植栽時期や施業履歴の異なる積雪地域の針葉樹

人工林において蒸発散や水流出等の水文特性と流域の地形や土壌等の環境要因の関

係を明らかにする。

ｃ 森林気象害リスク評価手法の開発

樹冠の着雪や落雪に関する観測データの解析を進め、冠雪重量予測モデルを構築

し、過去の冠雪害の事例を対象として性能評価を行う。森林気象害に関するデータ

ベース化を進める。

ｄ 森林生態系における放射性物質の動態把握と予測モデルの開発

森林生態系における放射性セシウム分布について調査を継続し、原発事故後の経

年的な推移を明らかにする。

（イ）気候変動の影響評価技術の高度化と適応・緩和技術の開発

ａ 長期観測による森林・林業への気候変動影響評価技術の高度化

森林総研のフラックス観測ネットワークの全サイトで完成させたセンサーネット
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ワークによる常時モニタリングを活用して、観測の精度の向上と省力化を図り、長

期を見据え堅牢なモニタリング体制を構築する。また、熱帯季節林において樹木バ

イオマス以外の下層植生等の炭素プールのデータを取得し、炭素収支観測の精緻化

を進める。

ｂ 生態系機能を活用した気候変動適応及び緩和技術の開発

森林炭素モニタリング手法が確立していない山岳地域において、ＲＥＤＤプロジ

ェクトの活動に必要な森林炭素モニタリング手法を開発する。熱帯落葉季節林の主

要樹木の葉の呼吸と光合成能力の季節変化を解明する。

（ウ）生物多様性の保全等に配慮した森林管理技術の開発

ａ 生物多様性保全等の森林の多面的機能の評価及び管理技術の開発

森林の生物多様性と炭素蓄積の保全のための環境保全オフセット実施のために、

開発地においてもオフセット地においても利用可能な森林生態系の定量的評価手法

を提案する。また、小笠原諸島において、絶滅が危惧される動植物等を対象として、

環境復元等による域外保全技術を開発する。

ｂ 環境低負荷型の総合防除技術の高度化

早期発見による外来種根絶のためのモニタリング手法としてＬＡＭＰ法を利用し

た乾材害虫、外来アリ同定手法を開発するとともに、モニタリング手法の省力化の

ためにフェロモントラップ(マルチルアートラップ)手法を開発する。また、菌類を

活用したスギ花粉飛散防止液を製剤化するとともに、効果的な散布施用法を開発す

る。

イ 国産材の安定供給に向けた持続的林業システムの開発

（ア）持続的かつ効率的な森林施業及び林業生産技術の開発

ａ 地域特性と多様な生産目標に対応した森林施業技術の開発

北海道トドマツ人工林の地位分布と人工林経営評価マップを作成するとともに、

スギ・ヒノキ人工林における土壌特性が林分成長に及ぼす影響、広葉樹林における

稚樹の定着阻害要因、放置竹林におけるタケ再生量及び駆除作業能率等について検

討する。

ｂ 効率的な森林管理手法及び先導的な林業生産システムの開発

大径長尺材の木寄せ及び造材作業時の林業用車両に作用する慣性力や外力、接地

圧を明らかにする。丸太を用いた補強による作業道の長寿命化技術を開発する。デ

- 38 -



ジタル空中写真から得られる森林情報より精度の高い林分材積推定モデルを作成す

る。

（イ）多様な森林資源の活用に対応した木材供給システムの開発

ａ 持続的林業経営と効率的流通・加工体制の構築に向けた社会的・政策的対策の提

示

世論調査データ等に基づき森林・林業、森林関連施策に対する国民の意識・要請

の動向を明らかにする。また、木材需要動向を主要用途別に明らかにするため木材

産業の国産材転換の動向、及び国産広葉樹原木の需要と供給の実態を把握する。

ｂ 地域特性に応じた木質エネルギー等の効率的利用システムの開発

マルチによる雑草管理を行ったヤナギ造林地において、収穫試験を実施し、生産

量促進及び施肥の効果を明らかにする。また、広葉樹林における伐木、集材、造材

作業の生産性を分析・評価する。さらに、木質バイオマス発電プラント間の森林・

林業資源の競合状態を評価する。

ウ 木材及び木質資源の利用技術の開発

（ア）資源状況及びニーズに対応した木材の利用技術の開発及び高度化

ａ 原木等の特性評価技術の開発及び製材・乾燥技術等の高度化

可視・近赤外域の光透過性によりヒノキとカヤとを非破壊的に区分する技術を開

発するとともに、木材乾燥後の仕上がり含水率に影響を及ぼす平衡含水率の国内各

地における違いを明らかにする。

ｂ 新規木質材料利用技術、構造利用技術及び耐久性付与技術の開発

ひき板のたて継ぎ方法とたて継ぎ材の強度性能との関係を明らかにする。木質構

造材料の耐火性能を確保するため、被覆材の構成や厚みと耐火性能との関係を解明

する。また、木材の手触り等の人間への影響について、被験者範囲を広げた評価手

法を開発する。

（イ）未利用木質資源の有用物質への変換及び利用技術の開発

ａ 多糖成分等を利用した高機能・高付加価値材料の開発

木質資源由来の多糖類から高機能・高付加価値材料を開発するため、パルプ由来

のセルロースナノファイバー（ＣＮＦ）の特性を明らかにする。また、製造実証施

設を用いて針葉樹を原料とするＣＮＦの製造技術を確立する。農林系廃棄物を用い

たハイブリッドバイオマスフィラーの製造及びこれを用いた複合材料の開発におい
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て、ナノシリカによるバイオマスフィラーを改質し、複合材製造のためのマスター

バッチの特性の評価を行う。

半炭化チップによる高性能木質舗装材のリサイクル技術を確立するため、サーマ

ルリサイクル技術を検討する。

ｂ リグニンの高度利用技術の開発

リグニンを高度利用するため、広葉樹や竹からの効率的なリグニン抽出技術を検

討し、単離リグニンの特性の解明とリグニンの誘導体化による酵素安定化剤として

の性能を評価する。また、ＰＥＧを用いた改質リグニンの効率的な製造技術を開発

すると共に、リグニン及びセルロースによる複合化試験を開始する。

ｃ 機能性抽出成分の抽出・利用技術の開発

未利用森林資源から酸化抑制効果等に優れた抽出成分を探索し、その機能を解明

する。また、竹からの有用成分の抽出において、効率的な抽出技術を開発すると共

に、抽出物の抗菌性などの機能を明らかにする。

エ 森林生物の利用技術の高度化と林木育種による多様な品種開発及び育種基盤技術の

強化

（ア）生物機能の解明による森林資源の新たな有効活用技術の高度化

ａ 樹木の生物機能の解明とその機能性の新たな有効活用

スギ雄性不稔の原因遺伝子を明らかにするため、スギ基盤連鎖地図上での領域の

特定および雄性不稔遺伝子に強く連鎖するＤＮＡマーカーを開発するとともに基盤

連鎖地図の充実を図る。また、樹木のストレス耐性及び代謝産物に関する分子基盤

の解明するために、樹木の窒素同化酵素の分子種の同定及び活性評価、アンモニア

などの反応性窒素ガスのフラックス解析等を通し、窒素代謝の制御機構を明らかに

する。

ｂ きのこ及び微生物が有する生物機能の解明と新たな有効活用

食用きのこの安全性に資するデータを得るため、汚染地に置かれたホダ木の二次

汚染等の調査を行う。木質材料の脱リグニン反応をペルオキシダーゼ基質で検出、

分析する。人工栽培に適した日本産トリュフの種を確定するため、食用として有望

な国産トリュフを接種源として、ブナ科樹種の感染苗作成条件を明らかにする。

（イ）多様な優良品種等の開発と育種基盤技術の強化

ａ エリートツリーと優良品種の開発及び高速育種等の育種技術の開発
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検定等の進捗状況を踏まえ、エリートツリーを概ね50系統、マツノザイセンチュ

ウ抵抗性第二世代品種等の優良品種を概ね40品種を目標として開発する。

また、地球温暖化や花粉症等に対応するための優良品種等の早期開発に対応可能

な高速育種技術等の育種技術の開発に着手する。

ｂ 林木遺伝資源、バイオテクノロジー、国際協力等による育種・普及技術の開発

優良品種等の遺伝子型の決定を進めるとともに、原種苗木配布システムや原種苗

木増産技術等の開発に着手する。

林木遺伝資源の施設保存技術の高度化のため、我が国の森林を構成する重要な樹

種であるブナ等について、冬芽の液体窒素による凍結試験に着手する。

薬用系機能性樹木であるカギカズラの増殖方法とほ場での栽培方法を開発する。

また、遺伝子組換え雄性不稔スギの野外試験を進める。

地球温暖化に伴う気候変動への適応策に資するため、ケニア国「気候変動への適

応のための乾燥地耐性育種プロジェクト」（ＪＩＣＡ技術協力事業）においてメリ

ア精英樹の選抜に向け次代検定林のデータ解析等を行うとともに、台湾林業試験所

及び太平洋共同体との共同研究においてテリハボクの産地試験や家系評価等を進め

る。

（２）長期的な基盤情報の収集、保存、評価並びに種苗の生産及び配布

収穫試験地等における森林の成長・動態調査、森林水文モニタリング等の長期モ

ニタリング、木材の識別等基盤的情報の収集等を開始する。

また、きのこ類等森林微生物の遺伝資源について対象を適切に選択しつつ概ね50

点を目処に探索・収集し、増殖・保存及び特性評価等を行う。

新たな需要が期待できるコウヨウザンについて、優良系統の選抜が可能な母集団

の作成に着手するとともに、育種素材等の収集、保存及び発芽特性等の調査を進め

る。また、配布申請に従い、林木遺伝資源を配布する。

開発された優良品種等の原種苗木等について、都道府県等の要望する期間内に全

件数の90％以上を配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

（３）研究開発成果の最大化に向けた取組

ア 「橋渡し」機能の強化

「橋渡し」機能を強化するため、以下の取組を行う。

（ア）産学官及び民との連携、協力の強化

研究所本所に産学官民連携推進担当研究コーディネーター及び産学官連携・知財
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戦略室、支所に産学官民連携推進調整監を配置し、産学官及び民との連携機能及び

協力体制の強化を図る。

（イ）研究開発のハブ機能の強化

研究所本所に地域イノベーション推進担当研究コーディネーター及び地域連携戦

略室、支所には地域連携推進室を置き、地域が抱える課題の抽出、研究開発による

課題の解決、研究成果の地域への普及を一元的に管理することで、地域課題解決に

本支所一体となったハブ機能を強化する体制を構築する。

全国に広く分布する水源林造成事業地を研究開発のフィールドとして活用するこ

とにより、エリートツリーやコンテナ苗の成長特性調査、新たなシカ食害防除方策

の検証等の研究開発を推進する。

また、研究開発部門と水源林造成部門との情報交換会や研究者を講師とした整備

局の検討会等を通じ、研究者等による指導・助言を行い、研究開発の成果・知見を

活用した水源林造成事業における森林整備技術の高度化を支援するとともに、森林

所有者や林業事業体に対する研究成果の「橋渡し」に取り組む。

林木育種センター及び育種場についても、林木育種のハブとして、地方の行政機

関、研究機関、大学、関係団体、民間企業等との連携強化を図るため、各種会議の

開催や技術指導等を行う。

イ 研究開発成果等の社会還元

研究開発で得られた成果や科学的知見等を社会に普及、還元するため、行政や林

業団体、民間企業等に対する講師派遣、講習会開催、技術指導や助言等を積極的に

行うほか、研究所が有する高度な専門知識や専門技術を必要とする木材等の鑑定や

各種分析、調査の依頼に対応する。

研究開発成果を、戦略的な知的財産管理を踏まえた上で、国内外の学術雑誌の論

文や学会発表等により速やかに公表する。

さらに、開発した優良品種等の早期普及を図るため、都道府県等に対し、採種園

等の造成・改良に関する講習会を合計20回を目標に開催する。

ウ 研究課題の評価、資源配分及びＰＤＣＡサイクルの強化

外部の専門家・有識者による意見を踏まえて設定した研究課題を計画に従い実行

する。計画の進捗状況等を年度中にチェックし、必要に応じて、計画の変更等を実

施する。

２ 森林保険業務の推進
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（１）被保険者へのサービス向上

森林保険契約の引受けや保険金の支払い等について、必要な人材の確保、事務の

簡素化、システム化による各種手続の効率化、マニュアル化や研修の充実による業

務委託先を含めた業務実施体制の強化や迅速な保険金の支払い等の取組を推進し、

被保険者へのサービスの向上を図る。

なお、国の災害査定が、災害発生から２～３ヶ月以内としていることを参考に、

保険金の支払いの迅速化に向けた取組の目安として、損害実地調査については、林

道崩壊や積雪等により早期の調査が困難な場合、干害等において枯死していること

を確定する上で経過観察のため一定の期間が必要な場合など、損害実地調査終了ま

でに時間を要する特段の要因がない場合は、基本的に損害発生通知書を受理してか

ら調査終了までを３ヶ月以内とするために業務実施体制の強化等について検討す

る。

（２）加入促進

災害によって林業の再生産が阻害されることを防止するととも

に、林業経営の安定と森林の多面的機能の維持及び向上を図るため、

森林保険の加入促進に向けた方針を定期的に作成し、それに即した戦略的な取組を

推進する。

なお、その際の目安として、基本的に下記の基準を満たすこととする。

① ホームページの逐次更新や広報誌の４回以上の発行等を通じ、森林所有者や

森林経営計画作成者等に森林保険の概要や最新の情報等をわかりやすく発信す

る。

② 関係諸機関と連携し、各都道府県、市町村、森林組合等を対象に、パンフレ

ットやポスター等を幅広く配布・設置する（3,000箇所以上設置）。

③ 関係諸機関と連携し、少なくとも３年に１度は各都道府県で１回ずつ開催す

ることを念頭に、都道府県、市町村及び大規模森林所有者向けの説明会等を全

国的に行うなど効果的な普及活動を実施する（15回以上実施）。また、森林施

業を担う林業経営体等に対する説明会やインターネットを活用した情報提供等

も積極的に行う。

④ 森林所有者との窓口である森林組合系統を対象に、自然災害の発生傾向など

の地域的特徴を考慮して全国を複数のブロックに分けて、新規加入の拡大及び

継続加入の推進などを円滑に行う上で必要な森林保険業務の能力向上を図る研

修等を全国的に実施し、森林所有者に対し適切なサービスの提供を促進する（６

回以上実施）。
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（３）引受条件

これまでの森林国営保険における事故率や近年の自然災害の発生傾向のほか、森

林整備に必要な費用、木材価格等の林業を取り巻く情勢等を踏まえつつ、保険運営

の安定性の確保、被保険者へのサービスの向上の観点から、保険料率、保険金額の

標準をはじめとする引受条件の見直しの必要性について検討を行う。

（４）内部ガバナンスの高度化

金融業務の特性を踏まえた財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、外部

有識者等により構成される統合リスク管理委員会を２回以上開催し、森林保険業務

の財務状況やリスク管理状況を専門的に点検する。

３ 水源林造成事業等

（１）水源林造成事業の推進

ア 事業の重点化

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、２以上の都府県にわたる流

域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い
かん

流域内の箇所に限定する。（重点化率100％実施）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

（ア）公益的機能の高度発揮

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点か
かん

ら、新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の

伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ

誘導する複層林施業等に施業方法を見直す。

（イ）事業の効果的・効率的な実施

① 事業実施過程の透明性の確保を図りつつ、事業の効果的・効率的な実施に努

めるため、チェックシートを活用し、事業を実施する。（チェックシート活用

率100％実施）

② 森林整備事業全体の動向を踏まえつつコスト削減に向けた取組を徹底する。

（ウ）搬出間伐と木材利用の推進

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成はもとよ

- 44 -



り、林業の成長産業化等にも資する観点から、搬出間伐を推進するとともに、作業

道の丸太組工法などにおいて間伐材を含む木材の有効利用の推進に努める。

（２）その他完了した事業の評価及び債権債務の管理

ア 特定中山間保全整備事業等の事業実施完了後の評価に関する業務

（ア）事業実施完了後の評価に係る業務（社会経済情勢の変化等に関する基礎的資料

の作成。）を確実に行う。

（イ）事業実施完了後の評価を確実に行う。

イ 債権債務管理に関する業務

林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整

備事業等の負担金等に係る債権債務及びＮＴＴ－Ａ資金に係る債権債務について、

徴収及び償還業務を確実に行う。（徴収率100％実施）

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため執るべき措置

１ 一般管理費等の節減

（１）研究開発業務

運営費交付金を充当して行う事業（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）

については、業務の見直し及び効率化を進め、平成27年度予算比で、一般管理費に

ついては、少なくとも３％及び業務経費については、少なくとも１％の節減を行う。

（２）森林保険業務

森林保険業務は、政府の運営費交付金を充当することなく、保険契約者から支払

われる保険料のみを原資として運営するものであり、一般管理費等の支出の大きさ

が保険料に直接的に影響することを踏まえ、支出に当たっては、物品調達の必要性、

加入促進業務やシステム化における費用対効果を十分検討することなどによりコス

ト意識を徹底して保険事務に必要な経費を節減し、効率的な業務運営を図り、将来

的な一般管理費等のスリム化につなげ、一般管理費（公租公課、事務所借料等の所

要額計上を必要とする経費を除く。）については、中長期計画に掲げた目標の達成

に向け、削減を行う。

なお、業務量及びそれに伴う一般管理費等は、保険料収入の変化や災害の発生状

況等により影響を受けることに留意する。

（３）水源林造成事業等

一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）
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については、中長期計画に掲げた目標の達成に向け、削減を行う。

２ 調達の合理化

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日

総務大臣決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続による、適切で迅速かつ効果的

な調達を実現する観点から、「調達等合理化計画」を策定するとともに、同計画に基

づき、重点的に取り組む分野における調達の改善、調達に関するガバナンスの徹底等

を着実に実施する。

３ 業務の電子化

事務手続きの簡素化、迅速化及び利便性の向上、並びに情報システムの堅牢性を確

保するため、情報管理の電子化を推進する。

第３ 予算、収支計画及び資金計画

１ 研究開発業務

中長期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るなど、適切な

運営に努める。

（１）収益化単位の業務ごとの予算と実績管理

運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたこと

を踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築し実施する。

（２）セグメントの開示

一定の事業等のまとまりごとに、適切にセグメントを設定し、セグメント情報を

開示するとともに、研究分野別セグメント情報などの開示に努める。

（３）自己収入の拡大に向けた取組

受託研究等の外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等に

より自己収入の確保に努める。本中長期目標の方向に即して、外部研究資金獲得等

を積極的に適切な対応に努める。

２ 森林保険業務

（１）積立金の規模の妥当性の検証と必要な保険料率の見直し

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」も踏まえ、外部有識者等により構

成される統合リスク管理委員会において、積立金の規模の妥当性の検証を行い、そ

の結果を農林水産大臣に報告するとともに、必要に応じて、保険料率の見直しを検
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討する。

その際、①我が国においては、台風や豪雪等の自然災害の発生の可能性が広範に

存在し、森林の自然災害の発生頻度が高く、異常災害時には巨額の損害が発生する

おそれがあり、こうした特性に応じた保険料率の設定及び積立金の確保が必要であ

ること、②森林保険の対象となる自然災害の発生は年毎のバラツキが非常に大きい

ことから単年度ベースでの収支相償を求めることは困難であり長期での収支相償が

前提であること、③森林保険は植栽から伐採までの長期にわたる林業経営の安定を

図ることを目的としており、長期的かつ安定的に運営することが必要であること、

④積立金の規模は責任保険金額の規模に対して適切なものとする必要があることを

踏まえて取り組む。

（２）保険料収入の増加に向けた取組

森林保険業務の安定的な運営に資するため、新規加入の拡大、継続加入の推進等

による保険料収入の増加に向けて、関係諸機関と連携し、森林所有者、森林経営計

画作成者、林業経営体等への森林保険の加入促進活動に取り組む。

３ 水源林造成事業等

（１）長期借入金等の着実な償還

長期借入金及び債券については、次の償還計画のとおり確実に償還する。

① 水源林造成事業 14,855百万円

② その他完了した事業 12,593百万円

（内訳）

特定中山間保全整備事業等 8,092百万円

緑資源幹線林道事業 4,501百万円

計 12,593百万円

水源林造成事業については、最新の木材価格や金利情勢などの経済動向や国費等

の収入について一定の前提条件をおいた債務返済に関する試算を行い、外部有識者

を含む水源林造成事業リスク管理委員会において公表に向けた検討を行う。

（２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」を踏まえ

た予算を作成し、当該予算による効率的な運営を行う。

４ 予算
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（１） 研究開発業務

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 重点課題 重点課題 重点課題 重点課題 勘定共通 合 計

「ア森林」 「イ林業」 「ウ木材」 「エ機能解

明・林木育

種」

収 入

運営費交付金 ２，４４２ １，６１３ １，０６６ １，５２６ ３，５３９ １０，１８５

施設整備費補助金 ０ ０ ０ ０ ２１５ ２１５

受託収入 ３７７ １４５ ２７２ １１７ １３９ １，０５０

諸収入 ０ ０ ０ ０ ４２ ４２

計 ２，８１９ １，７５８ １，３３８ １，６４３ ３，９３５ １１，４９２

支 出

人件費 １，９７０ １，２９７ ８５５ ８６６ ２，７４７ ７，７３４

業務経費 ４７１ ３１６ ２１１ ６６０ ０ １，６５９

一般管理費 ０ ０ ０ ０ ８３４ ８３４

施設整備費 ０ ０ ０ ０ ２１５ ２１５

受託経費 ３７７ １４５ ２７２ １１７ １３９ １，０５０

計 ２，８１９ １，７５８ １，３３８ １，６４３ ３，９３５ １１，４９２

(注) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないもの

がある

（２）森林保険業務

（森林保険勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

収 入

業務収入 ２，１３６

業務外収入 １

計 ２，１３７

支 出

人件費 ２６１

保険金 １，５０４

業務経費 ７１３

一般管理費 １６３
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業務外支出 ０

予算差異 ▲５０４

計 ２，１３７

(注１) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないも

のがある。

(注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度とし

て当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。

（３）水源林造成事業等

(水源林勘定） (単位:百万円)

区 分 金 額

収 入

国庫補助金等 １４，５９３

政府出資金 １０，７７５

長期借入金 ６，２００

業務収入 ４７９

業務外収入 １４５

計 ３２，１９１

支 出

業務経費 １１，５０１

造林事業関係経費 １０，９７９

東日本大震災復旧・復興水源林業務経費 ５２３

借入金等償還 １４，８５５

支払利息 ２，１７１

一般管理費 ３６０

人件費 ３，３１６

業務外支出 ２０

計 ３２，２２３

(注１) 百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないも

のがある。

(注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度とし

て当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。

(特定地域整備等勘定) (単位:百万円)
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区 分 金 額

収 入

政府交付金 １２５

長期借入金 ２，４６０

業務収入 １１，１６５

業務外収入 １５

計 １３，７６６

支 出

借入金等償還 １２，５９３

支払利息 ９９２

一般管理費 ７１

人件費 ２１９

業務外支出 ９５０

計 １４，８２４

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないも

のがある。

(注２) 収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度とし

て当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。

５ 収支計画

（１）研究開発業務

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 重点課題 重点課題 重点課題 重点課題 勘定共通 合 計

「ア森林」 「イ林業」 「ウ木材」 「エ機能解

明・林木育

種」

費用の部 ２，８２８ １，７６４ １，３４２ １，６５５ ３，７２３ １１，３１１

経常費用 ２，８２８ １，７６４ １，３４２ １，６５５ ３，７２３ １１，３１１

人件費 １，９７０ １，２９７ ８５５ ８６６ ２，７４７ ７，７３４

業務経費 ４１１ ２７６ １８４ ５７６ ０ １，４４７

一般管理費 ０ ０ ０ ０ ８１３ ８１３

受託経費 ３７７ １４５ ２７２ １１７ １３９ １，０５０

減価償却費 ６９ ４６ ３１ ９７ ２４ ２６７

財務費用 ０ ０ ０ ０ ０ ０
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臨時損失 ０ ０ ０ ０ ０ ０

収益の部 ２，８２８ １，７６４ １，３４２ １，６５５ ３．７２３ １１．３１１

運営費交付金収益 ２，３８１ １，５７３ １，０３９ １，４４１ ３，５１８ ９．９５２

受託収入 ３７７ １４５ ２７２ １１７ １３９ １，０５０

諸収入 ０ ０ ０ ０ ４２ ４２

資産見返運営費交 ６９ 、４６ ３１ ９７ 、２４ ２６７

付金戻入

資産見返物品受贈 ０ ０ ０ ０ ０ ０

額戻入

臨時利益 ０ ０ ０ ０ ０ ０

純利益 ０ ０ ０ ０ ０ ０

前中長期目標期間繰 ０ ０ ０ ０ ０ ０

越積立金取崩額

総利益 ０ ０ ０ ０ ０ ０

(注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないもの

がある。

（２）森林保険業務

（森林保険勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ７，８６３

経常費用 ７，８６３

人件費 ２６１

支払保険金 １，５０４

支払備金繰入 ５２３

責任準備金繰入 ４，８６８

業務費 ５４３

一般管理費 １６３

財務費用 ０

雑損 ０

収益の部 ７，７６３

経常収益 ７，７６３

保険料収入 １，９４３

支払備金戻入 ５３２
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責任準備金戻入 ５，０７５

資産見返負債戻入 ２６

財務収益 １８８

雑益 －

純利益 ▲１００

総利益 ▲１００

(注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（３）水源林造成事業等

（水源林勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ２，５７３

経常費用 ２，５７３

分収造林原価 ５０

販売・解約事務費 ２３２

復興促進業務費 ３７

一般管理費 ２２２

人件費 ５８７

財務費用 １，４４６

雑損 ０

収益の部 ２，７４３

経常収益 ２，７４３

分収造林収入 ９５

販売・解約事務費収入 ２３２

資産見返補助金等戻入 ２１

国庫補助金等収益 ２，２７０

財務収益 ２

雑益 １２３

純利益 １７０

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 －

総利益 １７０

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。
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（特定地域整備等勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 １，３４８

経常費用 １，３４３

一般管理費 ７７

人件費 ２１８

財務費用 ９８１

雑損 ６７

臨時損失 ５

収益の部 １，１５９

経常収益 １，１５９

資産見返補助金等戻入 １

国庫補助金等収益 １２８

割賦利息収入 １，０１６

財務収益 ６

雑益 ７

純利益 ▲１８９

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 ２６６

総利益 ７６

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

６ 資金計画

（１）研究開発業務

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 重点課題 重点課題 重点課題 重点課題 勘定共通 合 計

「ア森林」 「イ林業」 「ウ木材」 「エ機能解

明・林木育

種」

資金支出 ２，８１９ １，７５８ １，３３８ １，６４３ ３，９３５ １１，４９２

業務活動による支出 ２，７３０ １，６９８ １，２９８ １，５１８ ３，６９９ １０，９４２

投資活動による支出 ８９ ６０ ４０ １２５ ２３６ ５５０

財務活動による支出 ０ ０ ０ ０ ０ ０
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次年度への繰越 ０ ０ ０ ０ ０ ０

資金収入 ２，８１９ １，７５８ １，３３８ １，６４３ ３，９３５ １１，４９２

業務活動による収入 ２，８１９ １，７５８ １，３３８ １，６４３ ３，７２０ １１，２７７

運営費交付金によ ２，４４２ １，６１３ １，０６６ １，５２６ ３，５３９ １０，１８５

る収入

受託収入 ３７７ １４５ ２７２ １１７ １３９ １，０５０

その他の収入 ０ ０ ０ ０ ４２ ４２

投資活動による収入 ０ ０ ０ ０ ２１５ ２１５

施設整備費補助金 ０ ０ ０ ０ ２１５ ２１５

による収入

その他の収入 ０ ０ ０ ０ ０ ０

財務活動による収入 ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他の収入 ０ ０ ０ ０ ０ ０

前年度からの繰越 ０ ０ ０ ０ ０ ０

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（２）森林保険業務

（森林保険勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 １０，４２４

業務活動による支出 ２，４４５

投資活動による支出 ７，６９４

財務活動による支出 １

次年度への繰越金 ２８３

資金収入 １０，４２４

業務活動による収入 ２，１３７

投資活動による収入 ７，９９２

財務活動による収入 －

前期中長期目標期間からの繰越金 ２９５

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。
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（３）水源林造成事業等

（水源林勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ３６，１３７

業務活動による支出 １７，３４５

投資活動による支出 ２，５２０

財務活動による支出 １４，８５５

次年度への繰越金 １，４１７

資金収入 ３６，１３７

業務活動による収入 １５，１９８

補助金収入 １４，５９３

収穫等収入 ４６４

その他の収入 １４１

投資活動による収入 ２，５２０

財務活動による収入 １６，９７５

前期中長期目標期間からの繰越金 １，４４５

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

（特定地域整備等勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ２４，０４７

業務活動による支出 ２，３７６

投資活動による支出 ４，５００

財務活動による支出 １６，７９３

次年度への繰越金 ３７８

資金収入 ２４，０４７

業務活動による収入 １１，３０３

政府交付金収入 １２５

負担金・賦課金収入 １０，１２７

その他の収入 １，０５１

投資活動による収入 ５，５０３

財務活動による収入 ６，６６０

前期中長期目標期間からの繰越金 ５８２
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（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

７ 保有資産の処分

保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本

的視点について」（平成26年９月２日付け総管査第263号総務省行政管理局通知）に基

づき、保有の必要性を不断に見直し、保有の必要性が認められないものについては、

不要財産として国庫納付等を行うこととする。

第４ 短期借入金の限度額

１ 研究開発業務

13億円

（想定される理由）

運営費交付金の受入の遅延等に対応するため

２ 水源林造成事業等

76億円

（想定される理由）

・借入金等の償還とその財源となる負担金等の徴収の制度差に起因する一時的

な資金不足

・その他一時的な資金不足

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画

１ 研究・育種勘定

北海道支所外来研究員宿泊所跡地（札幌市）、東北支所好摩実験林（盛岡市）、関

西支所宇治見・島津実験林（京都市）、四国支所松原山苗畑（高知市）、九州支所も

みじ山（熊本市）については、隣接所有者との調整等、所要の措置を講じた上で、

現物納付の事務手続きを進める。

２ 特定地域整備等勘定

職員宿舎第３号（杉並区清水）については、国庫返納に向けた所要の措置を実施

し、平成28年度中に現物納付により国庫返納を行う。また、書類倉庫として活用し

ているいずみ倉庫（福島市）については、敷地内の地下に埋設してある除染後の汚

染土壌の処理状況を勘案しつつ、国への現物納付に向け、関係機関等と調整を行う。

第６ 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画

水源林造成事業等における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐に伴う立木の販
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売、公共事業等の実施に伴い支障となる立木の販売を計画する。

（計画対象面積の上限） 16,400ha

第７ 剰余金の使途

１ 研究・育種勘定

剰余金は、研究等機材及び施設の充実を図るための経費に充てる。

２ 水源林勘定

剰余金は、借入金利息及び債券利息に充てる。

３ 特定地域整備等勘定

剰余金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還に要する費用に充て

る。

第８ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等

１ 施設及び設備に関する事項

省エネルギーの推進や維持・管理経費の節減、安全確保等のための老朽化施設の更

新を図る観点から、業務の実施に必要な施設及び設備について、計画的な整備に努め

る。

千代田苗畑用地（国有地）を取得する手続きを進める。また、四国支所の小規模介

在地については、取得のための条件整備を進める。

施設及び設備に関する計画

（単位：百万円）

施設・設備の内容 予定額

研究本館事務棟他空調設備改修(本所)

情報セキュリティシステム整備(本所) ２１５

２ 人事に関する計画

（１）研究開発業務

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。

管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

（２）森林保険業務

森林保険業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を行う。

（３）水源林造成事業等

水源林造成事業等の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の適切な配置等を

行う。
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３ 積立金の処分

（１）研究・育種勘定

前中長期目標期間繰越積立金は、前期中長期目標期間中に自己収入財源で取得し、

当期中長期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当す

る。

（２）水源林勘定

前中長期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充てる。

（３）特定地域整備等勘定

前中長期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収並びに長期借入金及び債券の償

還に要する費用に充てる。

４ 研究開発業務、森林保険業務及び水源林造成事業における連携の強化

（１）研究開発と森林保険の連携

森林の自然災害に関する専門的知見を活用した森林保険業務の高度化及び森林保

険業務で得られたデータを活用した森林災害に係る研究を推進する。

（２）研究開発と水源林造成事業の連携

全国に広く分布する水源林造成事業地を研究開発のフィールドとして活用するこ

とにより、エリートツリーやコンテナ苗の成長特性調査、新たなシカ食害防除方策

の検証等の研究開発を推進する。

また、検討会等を通じ、研究開発で得られた成果や科学的知見を活用して水源林

造成事業における森林整備技術の高度化を図るとともに、森林所有者や林業事業体

への研究成果の「橋渡し」に取り組む。

５ 行政機関や他の研究機関等との連携・協力の強化

研究所は、我が国の森林・林業・木材産業に関する総合的な研究を推進する中核機

関であるとともに、森林保険センター及び森林整備センターを擁する機関であること

から、内部での連携を取りつつ、国、都道府県、他の研究機関、大学、民間企業等と

の連携・協力を積極的に行う。

また、災害への緊急対応や行政機関等への技術指導等のため、専門家を派遣すると

ともに、学術的知見や研究情報の提供等を行う。

さらに、森林保険は、林業経営の安定や森林の多面的機能の発揮に資する公的保険

であり、森林・林業の諸政策と連携した取扱いによりその役割が高度に発揮されるも

のであることから、行政機関等と連携・協力した取組を推進する。
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６ 広報活動の促進

（１）研究開発業務

研究開発業務においては、研究所の成果及び森林・木材に関する情報を広く社会

に発信するため、季刊森林総研や研究成果選集等の広報誌発行、ウェブサイト掲載、

記者会へのプレスリリース、市民向けの森林講座・公開講演会・一般公開の開催、

外部の各種イベントへの出展など、広報活動を積極的に推進する。

（２）森林保険業務

森林保険の重要性、保険金の支払い状況等の業務の実績、災害に係る情報のほか、

森林保険の窓口業務を担う委託先の紹介や被保険者の御意見等をホームページや広

報誌等を通じて積極的に発信することにより、森林所有者の理解の醸成に努め、森

林保険の利用拡大につながるよう効果的に広報活動を行う。

（３）水源林造成事業

水源林造成事業については、研究開発部門との連携を図りつつ、森林整備に係る

技術情報を提供するため、職員及び造林者等を対象とした整備局の検討会を６回以

上開催する。

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において２件以上発表す

る。

水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、

効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホームページ）、広報誌等により

広報するとともに、平成27年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等を実施

する。

事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータ

の蓄積を実施する。

７ ガバナンスの強化

（１）内部統制システムの充実・強化

各業務・事業について、役員から現場職員までの指揮命令系統や連絡・報告体制

を明確化するとともに、職員に対し適切な業務執行を図るためのルールの周知徹底

を行う。

また、監事及び監査法人等との連携強化を図るとともに、各種研修への参加等に

より監査従事職員等の資質向上を図る。

（２）コンプライアンスの推進
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役職員は、研究所の使命達成のため、「行動規範」及び「職員倫理規程」を遵守

し、高い倫理観をもって業務を遂行する。

このため、外部有識者を含めたコンプライアンス推進委員会を開催し、取組方針

を定め、これに基づきコンプライアンスの確保を図る。

また、研究活動における不適正行為を防止するため、政府が示したガイドライン

等を踏まえた対策を推進するとともに、不適正な経理処理事案の再発防止策の周知

及び徹底、不正防止計画の着実な推進に努める。

８ 人材の確保・育成

（１）人材の確保

研究開発業務の成果の創出のため、人材の確保に当たっては、常勤職員の採用に

加え、テニュアトラック制や、任期付き研究員制度、再雇用等を活用し、女性・外

国人・若手・中堅研究者・シニア研究員等、研究所が必要とする才能豊かで多様な

人材の確保に努める。

森林保険業務の適正な実施、専門性の向上等のため、林業経営や森林被害等に精

通した職員を配置するほか、林野庁、損害保険会社及び森林組合系統からの出向等

により必要な人材を確保する。

水源林造成事業の確実な実施のため、必要な人材を確保する。

（２）職員の資質向上

「農林水産研究における人材育成プログラム（平成27年農林水産技術会議改正）」

等を踏まえ、研究所の人材育成プログラムを改正し、個人の資質や経歴、年齢に応

じた研修等の実施により、研究遂行能力の向上とともに、研究マネジメント能力や

コーディネート能力等、研究管理部門等が必要とする能力を開発し、個々の研究者

の資質を活かす様々なキャリアパスへの誘導を計画的に進める。

さらに、一般職員についても、職員の資質の向上を図るため、業務に必要な各種

資格を計画的に取得させることに努めるとともに、森林保険業務や水源林造成事業

における高度な専門知識が必要とされる業務を適切に実施するため、各種研修に職

員を参加させること等により、高度な専門知識と管理能力を有する職員を育成する。

このほか、男女共同参画の推進及び女性研究者の活躍促進に向けた支援の充実の

ため、男女共同参画の推進に努める。

（３）人事評価システムの適切な運用

職員の業績及び能力の評価については、公正かつ透明性の高い評価を実施する。

研究職員の業績評価については、研究業績や学会活動を初め、行政、民間・企業
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等への技術移転及び研究所の業務推進等への貢献を十分に勘案して行う。また、一

般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施す

る評価制度に準じた評価を実施する。

人事評価結果については、組織の活性化と業務実績の向上を図る観点から、適切

に処遇へ反映させる。

（４）役職員の給与水準等

役職員の給与については、国家公務員の水準となるように取り組むとともに、そ

の水準を公表する。

また、研究開発業務については、手当を含め給与の在り方を検証し、クロスアポ

イントメント制度など業務の特性に応じた報酬・給与制度について検討を行う。

９ 情報公開の推進等

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）に基

づき、適切に情報公開を行う。

なお、森林保険業務に関する情報公開の実施に当たっては、民間の損害保険会社が

行っている情報公開状況や日本損害保険協会策定の「ディスクロージャー基準」等を

参考とする。

10 情報セキュリティ対策の強化

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ

ポリシーを適時適切に見直すとともに、これに基づき情報セキュリティ対策を講じ、

情報システムへのサイバー攻撃に対する防御力、組織的対応能力の強化に取り組む。

また、対策の実施状況を把握し、ＰＤＣＡサイクルを踏まえ、情報セキュリティ対策

の改善に努める。

また、特定個人情報を含む個人情報についての管理・保護の徹底に努める。

11 環境対策・安全管理の推進

「森林総合研究所環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使用の合理化に関する法

律」等に基づき、環境対策、省エネ対策及び安全管理を推進する。

さらに、化学物質等の適切な管理を図るため、関係規程類の整備と手引書の見直し

等を進めるとともに、化学物質管理システムの導入を通じた化学物質の一元的な管理

を推進する。これら取組については、環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、

研究及び事業活動に係る環境報告書を作成・公表する。

労働災害等の未然防止の観点から、安全衛生管理の年度計画を策定し、研修等を実
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施するとともに、安全衛生委員会等による職場点検に取り組むほか、労働災害等の発

生時における対応等を周知徹底する。

水源林造成事業については、事業者等の労働安全衛生が確保されるよう、指導の徹

底に努める。
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理 事 会 資 料

平成 28年４月 14日

第１回研究所会議等の開催について

平成２８年度第１回研究所会議等について別添資料のとおり開催しますので、お知

らせします。

資料：平成２８年度第１回研究所会議等の日程

平成２８年度第１回研究所会議議事次第

平成２８年度研究推進会議議事次第
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平成２８年度第１回研究所会議等の日程

日 時 内 容 場 所 事 務 局

5月 18日(水)

13:10～ 15:30 研究推進会議 大会議室 研究企画科

16:00～ 17:15 研究所会議 大会議室 総合調整室

17:30～ 懇親会 所内食堂

5月 19日(木)

9:00～ 12:00 業績審査委員会（研究） 特別会議室 研究評価科

（育種） 第２会議室 管理課

13:00～ 15:00 理事長打合せ 特別会議室 研究企画科

(13:00~13:50) 全体打合せ（支所長等、育種場長） 総務課

(14:00~15:00) 個別打合せ（支所長等）
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平成２８年度第１回研究所会議 議事次第

１ 開 会 16:00

２ 挨 拶 （理事長挨拶、来賓挨拶・紹介） [10分] 16:00～

３ 議 事

（１）平成28年度の業務の運営について

（企画・総務・森林保険担当理事） [ 5分］ 16:10～

（２）平成28年度の研究の運営について

（研究担当理事） [ 5分］ 16:15～

（３）平成28年度の林木育種センターの運営について

（育種事業・森林バイオ担当理事） [ 5分] 16:20～

（４）平成28年度の森林保険センターの運営について

（森林保険センター所長） [ 5分］ 16:25～

（５）平成28年度の森林整備センターの運営について

（森林業務担当理事） [ 5分］ 16:30～

（６）平成28年度の戦略課題の進め方及び研究成果の最大化について

（研究担当理事、育種事業・森林バイオ担当理事） ［15分］ 16:35～

（７）平成28年度に実施される法人評価への対応について

[10分］ 16:50～

（８）審議・連絡事項

（企画関係、総務関係、育種関係） [15分］ 17:00～

４ 閉 会 17:15
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平成２８年度研究推進会議 議事次第

１ 開 会 13:10

２ 挨 拶 （理事長挨拶） [5分] 13:10～

３ 議 事

（１）第４期中長期計画と戦略課題の進め方について

全体説明 研究企画科長 [5分] 13:15～

戦略課題 研究ディレクター、育種部長 [5分×9課題] 13:20～

質疑 [10分] 14:05～

（２）研究開発成果の最大化に向けた取組

研究コーディネーター [5分×3人］ 14:15～

林木育種センター [5分］ 14:30～

支所長等 [5分×6人］ 14:35～

質疑 [10分］ 15:05～

（３）審議・連絡事項

企画関係、育種関係等 [15分］ 15:15～

４ 閉 会 15:30
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理　事　会　資　料

平成28年4月14日

平成２８年度研究ディレクター／研究コーディネーターの業務分担について
平成28年4月1日現在

研究ディレクター

氏名 担当戦略課題等 特命事項

国土保全・水資源研究 坪山良夫 　アア　森林生態系を活用した治山技術の高度化と防災・減災技術の開発
環境報告・環境委員会
研究の基盤情報収集と整備推進

気候変動研究 平田泰雅 　アイ　気候変動の影響評価技術の高度化と適応・緩和技術の開発 人材育成、ダイバーシティ推進

生物多様性・森林被害研究 小泉　透 　アウ　生物多様性の保全等に配慮した森林管理技術の開発
総括
広報
情報システム

林業生産技術研究 堀靖人
　イア　持続的かつ効率的な森林施業及び林業生産技術の開発
　イイ　多様な森林資源の活用に対応した木材供給システムの開発

地域研究（関東・中部対応）
図書、研究倫理

木質資源利用研究 村田光司 　ウア　資源状況及びニーズに対応した木材の利用技術の開発及び高度化 共同利用施設・機械運営

木質バイオマス利用研究 木口　実
　ウイ　未利用木質資源の有用物質への変換及び利用技術の開発
　イイ　多様な森林資源の活用に対応した木材供給システムの開発

知財戦略、薬品安全

生物機能研究 河原孝行 　エア　生物機能の解明による森林資源の新たな有効活用技術の高度化
研究報告編集、広報支援
遺伝子組み換え安全
育種調整

研究コーディネーター
氏名 担当等

国際連携推進 平田泰雅
海外の研究機関、国際機関等との連携の推進、および研究成果の国際的な発
信、橋渡し

産学官民連携推進 井上明生 産学官及び民との連携機能及び協力体制の強化、成果の橋渡し

地域イノベーション推進兼
関東中部地域

千葉幸弘
地域が抱える課題の抽出、研究開発による課題の解決、研究成果の地域への普
及、橋渡し
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理 事 会 資 料

平成 28年 4月 14日

運営費交付金債務（繰越金）の執行結果について（最終報告）

平成 28 年 3 月 10 日の理事会に於いて、平成 27 年度における運営費交付金債務（繰
越金）の執行結果を報告したところですが、追加工事等が発生したため最終執行額を下

記のとおり報告します。

記

(1) 新会計システム導入経費 43,394,400 円
(2) エネルギーセンター自家発電機修繕工事 13,860,720 円
(3) 環境変動解析棟他雨漏り修繕工事 4,012,200 円
(4) 生物多様性研究棟空調機更新工事 (232,632 円増) 9,364,032 円
(5) 第 2 樹木園便所解体撤去工事 777,600 円
(6) エネルギーセンター機械室照明他改修工事 897,480 円
(7) 事務棟 2 階理事室他建具改修工事 2,374,920 円
(8) 樹木園立て札修繕工事 233,280 円
(9) 構内歩道他改修工事 (2,386,800 円増) 5,529,600 円
(10) 生物多様性研究棟廊下天井修繕工事 192,240 円
(11) 木材特殊実験棟防水改修工事 (1,276,997 円増) 7,611,197 円
(12) 北海道支所気象測器性能検定室取壊し 1,976,400 円
(13) 北海道支所分筆業務 982,800 円
(14) 北海道支所苗畑調査棟防水補修他工事 280,800 円
(15) 九州支所本館２階女子トイレ他改修工事 1,188,000 円
(16) 林木育種センター排水管改修 3,196,800 円
(17) 林木育種センターネットワーク更新 4,536,000 円
(18) 林木育種センターエアコン修理 408,780 円
(19) 林木育種センター建具修繕他工事 342,360 円

合 計 (3,896,429 円増)101,159,609 円
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理 事 会 資 料

平成 28 年 4 月 14 日
森林保険センター

平成２７年度 森林保険審査第三者委員会審査概要

１．概要

国立研究開発法人森林総合研究所が行う水源林造成事業に係る森林保険契約に係る

損害評価事務について、外部有識者により損害実地調査及び保険金の額が妥当である

かについて審査を行った。

２．開催日時及び場所

日 時：平成２８年３月２４日（木）１０：００～１１：４５

場 所：森林整備センター役員会議室

３．出席者

（委 員）

日本林業技術協会 事業部森林保全担当グループ長 高橋 純一

市役所通り法律事務所 弁護士 竹内 克己

千葉科学大学 大学院教授 野村 一正

（オブザーバー）

国立研究開発法人森林総合研究所 監事 鈴木 直子

（森林保険センター）

森林保険センター 所長 猪島 康浩

森林保険センター 保険総務部長 角 秀敏

森林保険センター 保険業務部長 足立 尚人

（事務局）

森林保険センター リスク管理室長 大寺 重人

森林保険センター 保険審査課長 伊藤 香里

森林整備センター 森林事業課長 熊本 孝司

４．結果概要

今回は第１回であるため事務局より（ア）森林保険と水源林造成事業との関係、（イ）

水源林造成事業の森林保険加入状況、（ウ）森林保険の損害塡補事務審査手続につい

て説明を行った。その後、平成２７年４月～平成２８年１月までに水源林造成事業に

対して支払のあった１３３件について、災害の種類、地域、損害額などを総合的に判

断し抽出した３事例と委員会の場で抽出された１事例の計４事例について審査を行っ

た。

その結果、平成２７年度の水源林造成事業にかかる損害塡補については、実地調査

ならびに保険金の算定に関して特に指摘すべき問題点はなく、適正に処理されている

と推測されるとの結果となった。
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理 事 会 資 料  

平成 28年 4月 14日  

森林保険センター  

 

 

森林保険センター第 1四半期の予定について 

 

 

１ 森林保険戦略ブロック会議 

（１）目的 

森林保険センターでは、森林保険の加入促進を戦略的に進めるため、５月から６

月の間に全国を 6ブロックに分けて都道府県森林組合連合会の森林保険担当者（担

当役員、保険業務担当者）を集めたブロック会議を開催し、センター・森林組合系

統が一体となった今後の取組方針を明確にする。 

（２）日程 

ブロック 参加都道府県 日程 開催県 

北海道・東北 
北海道、青森県、岩手県、宮城県、

秋田県、山形県、福島県 
5月 12・13日 北海道 

関東 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県 
6月 13・14日 神奈川県 

中部 

新潟県、富山県、石川県、福井県、

山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県 

6月 6・7日 長野県 

近畿 
三重県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県 
6月 2・3日 京都府 

中国・四国 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、

高知県 

6月 16・17日 岡山県 

九州 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 
5月 19・20日 福岡県 

 

２ 初任者研修 

（１）目的 

 保険加入に必要な窓口サービスの向上を図るため、森林保険業務の経験年数の少

ない森林組合系統職員に対し、損害保険の基礎知識、森林保険の基礎的事項、引受

事務、損害填補事務及び森林保険業務システム等の業務上必要な知識についての講

義・演習を実施。 

（２）日程 5月 25～27日（開催場所：川崎） 
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